








































































のEV（Electric Vehicle）、PHV（Plagin High Vride）
タウンに選定され、電気自動車の普及促進に向けた
様々な取組を進めております。現在、県内には約70台
の電気自動車、プラグインハイブリッド車が導入され
ており、先進的な取組として柏崎市で全国初の電気自
動車タクシーの導入や、電気自動車、プラグインハイ
ブリッド車のレンタカーの導入などが行われておりま
す。
　本県の中越地域にはものづくりの伝統や高度の技術
を有する企業が多数存在しております。新潟経営大学
におかれましては電気自動車産業を新たなビジネス
チャンスとして捉え、地域内企業の発展の可能性や電
気自動車産業が地域に与える経済的な影響について多
数の調査、研究プロジェクトを実施されたと伺ってお
ります。
　またプロジェクトの一つとしてガソリン自動車を
ベースにした電気自動車の製作が実際に行われ、地
域内走行を行うなどの取組も行われたと聞いておりま
す。
　地球温暖化対策の視点からもこれらの取組はまこと
に時宜を得たものでありますとともに、本県における
EV、PHVタウンの取組にも合致し、今後の電気自動
車の利用拡大の可能性と本県企業の参入機会の拡大に
大きく寄与するものと考えております。ぜひともこう
いった多様な取組が発展し、地球環境の保全とともに
本県産業の発展につながることを期待しております。
　終わりに本日ご参集の皆様のますますのご発展とご
健勝を祈念いたしまして開会の挨拶とさせていただき
ます。
　平成年２月5日　新潟県知事　泉田裕彦　代読
　本日はどうもおめでとうございます。
司会
　どうもありがとうございました。
　続きまして、経済産業省関東経済産業局地域経済部
の吉澤雅隆部長のご挨拶です。よろしくお願いします。
吉澤雅隆・経済産業省関東経済産業局地域経済部部長
の挨拶
　皆様こんにちは。関東経済産業局で地域経済部長を
しております吉澤です。今日はこのシンポジウムに呼
んでいただきましてありがとうございました。昨年に
続きまして２回目のシンポジウムの参加でございま
す。
　今日のEVの、特に地域経済における影響の話でご
ざいます。我々としてもすごくタイムリーなテーマと
思っております。後ほど少しお時間をいただいて説明
をさせていただこうと思いますが、昨年の４月から私
ども関東経済産業局の方では担当する管内、この１都
0県を担当させていただいているんですけれども、そ
こと政令市さんとの間で意見交換会といったものを行
わせていただいております。
　EVに関する大きく二つの動きがございます。一つ
はEVの普及を目的としていろいろなPRをしたり、あ
るいは急速充電器を置く、こういった動き、結構これ
はオープンにしないとだめですが、もう一つは先程阿
部さんの方のお話にもありましたし、また今回のテー
マでございますけれども、地域経済と自動車関連を中
心とした地域経済へのインパクトをどう考えるか。そ
れに対して自治体としてどういうふうに対応していく
かという動きでございます。
　私が担当する直接の仕事というのは地域経済部とい
う名前のとおり、地域経済に対する影響をみるところ
です。自動車の動きといったものは、これもあとで少
しグラフも使って説明させていただこうと思うんです
けれども、本当に大きな影響を地域経済にもたらして
いく可能性があります。
　これはプラスの面とマイナスの面と両方あると思い
ます。ただ言えることは、放っておくとたぶん大きな
マイナスの面だけ出てきてしまう。そういった意味で
今の世の中どうなっているか。今だけじゃなくて今後
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世の中がどうなっていくんだろうか。それに対して
我々行政もそうなんですけれども、産業界の方々であ
り、大学であり、そういったところがどういう役割を
果たしていくことが必要なのか、真剣になって取り組
んでいかないと、たぶんこれは本当に文字通り大変な
ことになってしまう可能性もあるんじゃないか。あん
まり深刻な話であおってもしようがないんですけれど
も、これを後から少しグラフを使って説明させていた
だこうと思うんですが、本当に大きな影響があるのだ
と思っています。
　だからこそ先程申しましたとおり、昨年からいろん
な情報交換という形で始めさせていただいておりまし
て、また併せていろんな形で自治体、あるいは企業さ
んの取組に対する支援といったところを行っていると
ころでございます。
　ぜひ今日パネルディスカッションもありますし、ま
たその後皆さんとの意見交換の場もございますけれど
も、そういった中で議論を少しでも深めることができ
まして、そしてここ中越地域での取組といったものが
ある意味全国のモデルになるような、いい取組につな
がっていくことを期待しております。今日はどうもあ
りがとうございます。
司会
　どうもありがとうございました。続きまして、新潟
経営大学の蛯名保彦学長の挨拶です。よろしくお願い
します。
蛯名保彦・新潟経営大学学長の挨拶
　雨の中、多数お集まりいただきましてありがとうご
ざいます。私の挨拶というのは、ある意味では私自身
が基調報告を行うものですから、やや重複する面があ
るかもわかりません。ご容赦願いたいと思います。
　先程司会のツェリッシェフ先生がおっしゃいました
ように、我々はそもそも出発点として一体この地域、
いわゆる中越地域と言われている地域、もっと言うと
県央地域と言われている地域―で次世代自動車、なか
んずくEVといわれる産業が本当に生まれるのか、創
出することができるのか、という点をまずどう考える
のかというところから出発しました。
　そのためにアンケート調査だとかヒアリング調査等
も重ねて参りました。今の時点で我々が得ている判断
では、これも多少私の個人的な見解があるかもわかり
ませんが、潜在的な可能性はありうる。さすがにもの
づくりを謳っている地域だけあって、非常に強く新し
い技術、あるいはイノベーションというものに対して
積極的なスタンスをお持ちになっているということで
す。
　むろんものづくりという場合は要素技術も入ります
から、いわゆる金型に代表されるようなああいう技術
ですね。別に自動車だけじゃなしに、いわんや次世代
自動車だけではなしに、広範な機械工業及び金属加工
業の基盤を形成しているわけですね。その基盤こそが
いまだに強固に存在しているというふうに改めて認識
をしたわけです。
　ただし問題はその持っている潜在的な可能性、EV
開発の可能性というものが簡単に実現できるのかとい
うと、必ずしもそうじゃないということにも気づきま
した。したがって当然のことながら３番目に出てくる
課題としては、潜在的に持っているこの可能性をいか
に現実化させていくのか。そのためにはどういうこと
が必要なのか、ということを明確にしていくこと。そ
こから先が我々シンクタンクといいますか、あるいは
大学の仕事の核心だろうと思います。なかんずく何度
かお話しておりますように我々は技術系ではないわけ
ですから、新しい技術を開発したり、新しい技術的な
貢献をするということは自他共にあまり期待をしてい
ないのです。むしろ我々としては新しい産業が生まれ
てくる、あるいは生み出す上でのいろいろな経営的な
情報、あるいは知識、そういったものも同時に開発し
ていくということが必要だろうと思います。イノベー
ションというのは単に技術革新だけではなしに、そう
いう広い意味での経営革新ということを含んでいると
認識しているわけですから、われわれが貢献し得るの
は、そういう分野での寄与であろうというふうに考え
ております。
　さて、そうなってくるとなかなか我々のこういった
社会科学系、なかんずく経営関係の大学が提案できる
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分野というのは、あるいはポイントというのはそう多
くはありません。率直に言ってこれも全体的な日本経
済社会の動向と全く無関係ではありません。ただ次世
代自動車・EVという新しいイノベーションにただ取
り組め、無我夢中で突き進め、といったものだけでは、
つまりこういう精神論だけでは、あるいは意欲だけで
は事は済まないわけであります。つまり現在の置かれ
た経済的、社会的な条件というものと決して無関係で
はないということです。
　では経済的社会的条件の変化とは何か。私は一言で
言えば、それは人口減少社会、つまり裏返せば高齢化
社会への移行だと思います。したがって市場としては、
あるいは需要としては国内的にはむしろ縮小していく
という客観的な条件である中でどうやってEVの開発、
あるいはEV発展の可能性を見出すのかというところ
がポイントになってくるんじゃないかと思います。
　ところでよく考えて見ますと、実は自縄自縛に陥っ
ている面がございます。高齢化社会、人口減少社会と
いうのは確かにそれだけだと、つまり他の条件を一定
にして考えますと、市場の縮小、イノベーション機会
の喪失ということにつながる。だから企業としては、
海外投資が不可避になってくるかと思います。しかし
よく考えてみると高齢化社会というのは概念規定が必
ずしも正確じゃないと私は考えております。むしろ成
熟した社会というふうに認識しております。
　つまり我々が直面しているのは、高齢化問題も含め
ていわゆる成熟化社会への移行であるというふうに考
えています。そうなってくると、別に高齢化だけの問
題じゃなしに女性の社会進出だとか、あるいは教育だ
とか文化だとか伝統だとか地域だとか、そういった
様々なこれまではある意味では社会的なニーズとして
無視されてきたというか、ビジネスの世界からは除外
されてきた分野が実は脚光を浴びて来るんだというこ
とです。高齢化が問題なのは、そういう背景だからこ
そ問題にすべきなんだと捉えております。
　したがって私はEVという問題に引き付けて言いま
すと、そういった社会的な新しいニーズというものに
いかに対応していくのかということがもう一つの論点
となってきます。具体的に言いますと高齢者向けの自
動車というものをどう考えるか、あるいはセカンド
カーと言われている買い物用の主婦のための自動車を
どういうふうにこれから普及させていくのか、という
ことです。
　２点目はこれはバッテリーの関係です。バッテリー
を介在してEVとスマートグリット、つまり新しい安
全な電力供給網がドッキングしていく、つまり融合し
ていくというような新しい分野ですね。
　それから３番目に、これは新聞にも出ているように、
ヨーロッパ、ドイツではEVカーシェアリングという
ことがある意味では公共交通の有力な一翼を占め始め
て来たというような点。
　ですからそういった社会的なニーズにEVが応えう
るという分野が、私はそれなりに新しく出てきている
と考えます。あるいは従来見捨てられてきた分野でも
そういった分野が、見直される必要があるというふう
に考えております。
　したがって結論的に申し上げますと、EVというの
は単にゼロエミッションというのがミッションだけで
はないということですね。もう一つは、今申し上げた
ように新しい社会システムへの対応と、こういう役割
がゼロエミッションと並んで強調されるべきだという
ふうに私は考えております。少し長くなりましたがご
挨拶に代えまして問題提起をさせていただきます。ど
うもありがとうございました。
司会
　ありがとうございました。それでは基調報告に入り
ます。プロジェクトの担当、蛯名保彦教授にお願いい
たします。
基調報告：蛯名保彦教授
　最初にお断りしておきます。私が使うのは基調報告
なるものの要旨でございます。基調報告そのものの本
体は別途お配りしているわけですが、何しろ分厚いも
のですから、これは参考にしていただければよいかと
思います。それからさらに国内データ、あるいは最新
のデータ、つまり必要なデータをカバーした図表とい
いますか、資料集のようなものも別途用意しています。
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ただしこれはさらに分厚いものでありまして、印刷の
都合上皆さんにお配りするわけにはいかない。ですか
らご希望の方はお申し出いただければ受付に0部ほど
置いてあるので、先着順にお渡しすることができる。
この点だけ最初に申し上げておきます。
　さてもうすでに私の問題意識というのはご挨拶で申
し上げましたので、先へ進むということで、私の問題
意識に沿った報告あるいは問題を提起をさせていただ
きたいと思います。
　まず全体としては二点あります。一つはEVとはそ
もそも何かということ。二つには中越EV論です。後
ほど中越地域に関するアンケートやあるいはヒアリン
グについては詳細に吉田先生の方からご報告がありま
す。そこのところは私は結論だけを使わせていただく
というふうにさせてもらいます。
　まずそもそもEVクラスターに関わる問題性、とい
うよりもEVとは一体何かということです。どういう
ふうに捉えるべきかということです。
　六つあります。一つは、そもそもEV論一般じゃな
しに、我々は中越におけるEVクラスターという問題
を捉えているわけですね。したがって中越なるものを
どういうふうに理解するのかということについて結論
的に申し上げます。
　中越というのは、自分たちの大学があるからその地
域を宣伝しているということではなくて、新潟県の中
では上越、中越、下越というふうに区別した場合、つ
まり真ん中にあるということです。特にものづくりの
背骨をなしている地域だということをまずご認識いた
だきたい。
　さらにそういった中越が中心となって新潟というも
のが実は関東地方、特に北関東と結ぶことによって、
あるいは連携することによって、日本海における非常
に重要な拠点―これは流通の面でも物流の面でも、あ
るいはビジネスの面でも中心的な拠点―を形成してい
るということですね。それが新潟の特色ですね。つま
り日本海側の中で中心的な位置を占めながら、かつ最
大の市場であり、最大の産業集積を持っている関東地
方と最も近い距離にあるということ。このT字型の地
域構造が新潟の拠点性そのものであるということをご
認識いただきたいと思うんですね。
　それからEVというものは一種の革命です。革命と
いうのは今中東でたくさんの国で革命、あるいは内戦
ということで行われていますが、その革命ではないん
ですね。ここで言う革命というのは、産業革命という
ふうに定義すべきものだと私は認識しております。
　しかし産業革命というのは何も今回初めてじゃなし
に、ご案内のように蒸気機関車から始まっています。
第２回目はフォードのT型車の普及によるガソリンを
燃料とした動力源です。つまり現在の自動車のモー
ターといったものが私は第二次産業革命に結びついて
いると考えています。そしてEVというのはおそらく
今後の推移を見た上での話ではありますが、それが本
格的に開花すればやっぱり第三次産業革命の位置を占
めるであろうということですね。
　つまり、ジェームス・ワット以来の蒸気機関車、そ
してフォードのガソリン車、そして電気自動車という
流れの一環として位置づけるべきだということであり
ます。そういう意味で第三次産業革命と考えることも
可能である。
　それから三つ目には、EVというのは単発で存在し
ているわけではなくて、ネットワークです。というの
はEVクラスターということを考えれば特にそうです
けれども、そのクラスターの中軸を占めているとすれ
ば、あるいは占めるとするならば、そのクラスターそ
のものがネットワーク化していくのがこれからの、あ
るいは現在の事態でございます。その中軸をなしてい
るEVも当然ネットワークの中核を占めるということ
であります。
　そしてそのことは４番目の問題、つまりスマートグ
リットとの融合問題が出てくる。スマートグリットと
いうのは文字通り―グリットというのは網の目ですか
ら―ネットそのものを言っているわけですね。このス
マートグリット論を云々するのは、今日はその場では
ございませんのでやめます。要は、バッテリーという
ものがそのスマートグリットの中で極めて重要な役割
を果たすということですね。そのバッテリーを動力源
とするわけですから、EVもこのスマートグリットと
の融合ということは避けがたいということです。いい
－ 7 －
か悪いかは別にして。そういった面を持っているとい
うことです。
　それから五つ目ですけれども、さらにこのスマート
グリットとの融合というのがどういう意味を持つのか
ということを考えますと、これは日本の成長戦略とい
うものと非常に密接に関わっている。
　スマートグリットというのは二つの側面がありま
す。一つはコミュニティです。つまり消費者側、ユー
ザー側に即して考えますとスマートコミュニティ論と
いうのが必要とされる。
　それから最後になりますが、今のバッテリーがそう
ですけれども、そうしたバッテリーを媒介としたEV
そのものをどう考えるのか。実を言うとそれはインダ
スリーそのものですからそういう意味ではスマートイ
ンダストリー論がここにある。スモールハンドレッド
という議論は実はそういったことを象徴しているとい
うふうに考えるべきだと。こういうことですね。 
　そういう意味ではこの中越EVクラスター論の一番
基本的なバックボーンはスマートインダスリー論とい
うものであって、その場合にはこのEV、EM（Electric 
Machinary）、そしてEP（Eleclric Power）、この新し
い三者の融合が大変な成長力を発揮することに我々は
目を向けておく必要がある。こういうことであります。
　それからさらに実は先程のEVのネットワーク論に
関連して、いくつかのネットワークと繋がるのですが、
クラスターのネットワークはむろんのこと、それだけ
ではなしに流通ネットワーク、物流ネットワーク、さ
らには金融ネットワーク、ITネットワーク、エネル
ギー・資源ネットワーク、さらに食料ネットワーク、
こういうように繋がってくる。だからこそその拠点と
なること、つまりEV開発の拠点となることによって
物流拠点でもあり得るわけです。
　だから新潟県が環日本海地域における物流拠点とし
て新しく再登場しようとしているわけですが、その場
合にはこのEVクラスターを後背地に持っているとい
うことが不可欠の条件になってくる。今日においては
そういったネットワーク論の展開を我々は見逃すこと
はできないというわけです。六つ目とはこのことです。
　あと細かいことは省略をさせていただきまして、肝
心の二つ目の問題すなわち中越のEVクラスター論の
可能性と課題について一体どういうことに考えている
のかという点に移りたいと思います。
　この論点は三つある。一つは自動車産業の再編成、
EVを機軸とした自動車産業の再編成ということが一
つ隠せない問題だと。それは先程吉澤部長のほうから
述べられた通り、スクラップ＆ビルドだということを
忘れてはならないのです。単なるイノベーション問題
だけではないのです。イノベーションが本格化すれば
するほど、これもガソリン自動車のある意味では否定
につながるわけですから、そういったスクラップ＆ビ
ルドが否応なく浸透してくる。それをこの自動車の集
積地域としてはどう考えるのかということです。
　それから二つには、いわゆるバリューチェーンの
融合ですね。もともとビジネスプロセスというのが
バリューチェーンの基礎にあるのですが、バリュー
チェーンというものがビジネスプロセスと一体化して
いたわけですね。これは単純な物を作る場合のモデル
ですけれども。ところが今日ではバリューチェーンと
それからビジネスプロセスとが完全に分離をしまし
て、そこに新たな関係が再び形成された。
　ややこしい話をしているときりがないので、二つ目
はこの程度にしまして、要は第３点としてその中から
新しいビジネスモデルが生まれてくる。私たまたま先
程EVを通じたカーシェアリングの話をしましたけれ
ども、カーシェアリングというのは製造業じゃござい
ませんね。サービス業なんですね。しかしこれが非常
に大きな市場を形成する可能性を秘めているというこ
とは、今のこの論点のうちの一つ、最後に指摘した新
ビジネスモデル論という問題につながってくるわけで
す。ですから我々がそういう意味でのビジネスモデル
の転換ということを視野に置くということでございま
す。
　さて、そういうふうな三つの点でこの中越のEVク
ラスター論を見ていくわけですが、その点のいくつか
の論点というのは、これは私のペーパーを参考にして
いただくとして、最終的に我々が得ている知見、すな
わちアンケート調査やヒアリング等から得ている知見
に基づいてどこを変えるべきかという結論のほうに移
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りたいと思います。それは三つございます。
　１点目は、もうすでにその用意がある。つまり自分
たちが今までやってきたことを転換してでもEV事業
に乗り込むということをはっきり決意として示された
企業もございます。細部はまた後ほど説明があるかと
思いますが、そういう企業が例外であればともかくと
して、かなり多く、確か６割ぐらいはおられると聞い
ています。積極的にそれを捉えるか、あるいは消極
的に考えるかは別にして、とにかくそういう事態が訪
れた場合には転換をしていくという意思表示をされた
のが約６割近くおられるというふうに認識しておりま
す。
　それからその中でも非常に、今申し上げましたよう
に慎重な人たちがいる。これはなかなか転換といって
もそう簡単なものではなかろうと思いますね。転換は
したいという主観的な願望をお持ちではあっても、ど
ういうふうにやったらいいのかという点では非常に躊
躇されている。ですから前者をAグループ、非常に積
極的に転換していくんだという人たちをAグループと
すれば、後者はBグループというふうに区分すべきだ
と思いますね。
　といいますのは、Aグループはもうすでに先程言い
ましたEV、それからEN、EP、この三つの３Eと呼ば
せていただいていますが、この３Eプログラムの中に
置かれているのですね。ですから積極的にスマートグ
リット論の中で産業形成が可能であると私は認識して
います。さらにそれに加えて社会的なシステムとして
の役割を果たせば、社会的なニーズに対しても対応し
ていけるというふうに認識しております。
　問題はBグループでございます。これは農業とよく
似たところがあります。新潟県の得意なのはお米と港
とものづくりとなっているわけでございますが、我々
は否応なく農業のほうに日常的に接触している。自分
は事業としては新ビジネスモデルは新しいものが必要
だというのはよくわかる。しかし自分がそれに対応す
るにはもう歳だと。したがってそこには後継者の問題
がどうしても出て来ます。こういう認識を持っておら
れるんですね。
　こういう方にどういうふうにしてアプローチしたら
よいのかという点でございます。それは先程言いまし
た情報を、特に経営情報を的確に与えて、あまり不安
症、心配性に陥らせないようにして、一種の安心感を
与えるということが必要です。
　それからもう一つは、先程もツェリッシェフ先生か
らもご紹介があったように新しい技術ですね。イン
バーターとコンバーターとの区別というのは私も追い
つかないんですが、コンバーター技術、コンバーター
車といったっておそらくピンとこないと思います。で
すからそういった人たちにも新しい技術とはこういう
ものなんだというふうに親切に指導していく必要があ
ろうかと思います。
　それから最後に３番目、これは実を言うと新しい社
会システムの創出という場合に、実は隣の韓国も中国
も射程に入るんですね。というのは一見したところ日
本は高齢化社会で、しかも人口減でどんどん衰退して
いくんじゃないかと。だから新しい産業と言ったって
可能性があるのかというふうな疑いの目で自らも見て
いるわけですが、それに引き換え韓国や中国は市場と
しても新しい。それから企業としても新しい。両面組
み合わせると、日本の立場からいうとこれはもう勝負
あったんじゃないかなと。
　その日本の企業がEVといったってどこまで意味が
あるのか。あるいは社会システムといったってどこま
で意味があるのか。というような疑念を我々持ってい
るわけですが、実は国際経済の立場からよく見てみま
すと、中国の転換は早いようです。ルイズの転換点と
いうのが経済学にあるんですね。これは余剰人口、過
剰人口を抱えている間は、経済成長の労働力という
ファクターにとってほとんど無限の可能性を持つわけ
ですね。つまりそれが続く限りは成長可能だというこ
とであります。
　ところが中国の場合、ルイズの転換点というのはど
うも意外と早くくるんじゃないかという経済学的知見
が出されております。おそらくあと0年もすれば間違
いなく転換すると。早ければ５年ですね。今の非常に
激しい物価上昇というのはその象徴でございます。
　それからもう一つ、韓国、これも勢いのいい話ばか
りでございますが、しかしよく見てみますと、実は人
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口ボーナスというものが人口オーナスに変わりつつあ
る。つまり0年代の韓国の成長、これは当然高成長だっ
たわけであります。そして000年代に入っても前半は
非常にいい。これは確かに人口増加の要因を、つまり
出生率の高まりを経済成長の要因としているというふ
うに見られている。しかし00年以降、人口オーナス
が次第に強まる可能性も否定できない。
　そういう点ではファクターは多少違いますけれど
も、人口増加、あるいは労働力の豊富さというものを
成長の源泉にしているという点では韓国も中国と同じ
だったわけであります。しかしその韓国においてもお
そらく000年代の経済成長率は―これは異論がおあり
かもわかりませんが―、どうも人口ボーナスというも
のが終わったと。そしてそれが人口オーナス、つまり
むしろ出生率が下がってそのことが経済成長にマイナ
スに作用するという人口オーナスに転換しているん
じゃないかという学説が最近出ております。
　そのことはここで学説を紹介してしっかりやろうと
いうことじゃなくて、実はライバルであるはずの中国
や韓国も今そういう意味での経済、社会の大きな構造
変化に直面しているということです。意外にも私が規
定している意味での成熟社会への移行というものに近
い将来彼らも移行していくんだということです。
　となると先程の成熟社会における新しい社会的ニー
ズにいかにEVが応えるかという課題は、単に一日本
だけの問題じゃなくて、この北東アジア、特にその中
での新興国と言われている人たちも含めて直面すると
いうふうに私は考えております。この点を踏まえて環
日本海の拠点と言われている新潟県なかんずくその中
の中越クラスターとしては大いにEVにビジネスチャ
ンスを見出すべきではないかというのが私の提言でご
ざいます。ご静聴どうもありがとうございました。
司会
　どうもありがとうございました。続きまして、調査
とヒアリングの結果についての報告です。吉田一郎准
教授にお願いします。
吉田一郎・新潟経営大学准教授
　新潟経営大学の吉田一郎と申します。本日は皆様の
前でこのような報告をする機会をお与えくださいまし
て誠に有難うございます。アンケートには00以上の
企業様より回答を頂きました。そして社の企業様に
はヒアリング調査ということでお邪魔させて頂きまし
た。新潟県より補助金を頂くとともに、加茂・燕・三
条の商工会議所には大変なご配慮を賜りました。ヒア
リング調査には特に山岸信雄様にご尽力を賜りまし
た。その他にも多くの皆様にご協力を頂き誠に有難う
ございます。
　また、本プロジェクトは只今報告した蛯名学長の
リーダーシップのもとでおこなわれ、宮脇敏哉教授よ
り多くのアイデアを頂き、アンケート調査票の作成に
は杉浦善次郎教授にご尽力を賜り、データの集計には
横山泰准教授、東川輝久講師にお願いいたしました。
また学内事務方のスタッフの皆様にも大変なご迷惑を
お掛けしたかと思います。私は全く何もしておりませ
んのでこのように報告する役割を与えられたのではな
いかと思うくらいです。つたない報告となるかもしれ
ませんがよろしくお願いいたします。
　アンケート調査は、昨年月におこなわれ、県央地
域の製造業を中心とした企業に対しておこないまし
た。横山准教授がそのデータを集計しグラフ（〈資料１〉
ページに掲載）にまとめてくれましたのでご覧頂き
たいと思います。
　分析１では、CO削減に積極的に取り組んでいる企
業が％に対して、そうでもない企業が％となって
います。しかし分析２で環境に配慮した技術の開発も
しくは環境に積極的な企業は、5％となり過半数を超
えています。環境と産業の発展を両立することは、困
難なことかもしれませんが、環境の改善のために骨を
折ろうとしている企業が多くあるように思いました。
これはヒアリング調査でも環境に関する問題を挙げた
企業が多く、今後環境への取組も重視されるようにな
るのではないかと思いました。
　分析３より、電気自動車産業が新潟県の新しい産業
となることを期待する企業は％で、約半数の企業で
した。しかし、分析４では、電気自動車産業への参入
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に積極的であると回答した企業が％で、全体の４分
の１以下になってしまいます。このことから期待はし
ているけれどもまだ電気自動車産業に積極的に参入し
ようとまでは思っていないというのが原状ではないか
と思いました。
　電気自動車が後どのぐらいで普及するとお考えです
かという質問では、約半数の企業が0年以内、４分の
１くらいの企業が５年以内と回答しています。両者を
合わせると４分の３になりますから、ほとんどの企業
が0年以内で電気自動車が普及するのではないかと考
えていることになります。電気自動車は、近い将来普
及するのではないかと、製造業を中心とした企業の
方々、つまりモノ作りのプロフェッショナルの方々は
考えているようです。
　電気自動車を普及するには何が最も重要かという質
問に対しては、これも４分の３くらいの企業が、充電
設備や充電技術の改良を挙げております。充電設備や
技術の改良、これは値段の低廉化にも加わるのではな
いかと思いますが、価格が下がり、走行距離が伸びて
充電可能設備が普及すれば電気自動車は普及するので
はないかというのが、製造業に関わる企業の方々のご
意見です。
　電気自動車産業は今後、自動車産業の産業構造を大
きく変えると思いますが、大手メーカーとの連携が必
要になるかという質問には、分野によっては可能性が
あると答えた企業数がほとんど可能性がないとの回答
と同数で首位になっています。また杉浦教授がアン
ケート調査に対してクロス集計をおこなってくれまし
た。それによりますと電気自動車産業に参入している
あるいは、参入できると回答した企業が大手メーカー
との連携をとらなくても参入できる可能性があると回
答する傾向にあることが統計的に読み取ることができ
るそうです。
　村沢義久先生が提唱するスモールハンドレッド、あ
るいは部品メーカーと完成品メーカーとの水平的分業
への産業構造の転換については、この後のパネルディ
スカッションに譲るとしても、電気自動車の普及には
大手企業との連携を離れる可能性も視野に入れる必要
があるのではないかと思います。
　電気自動車に対しての行政の役割については、補助
金、産業に対する情報提供、技術者の育成、立地条件
を整えるなどいずれも必要と考えている企業が多くあ
ります。電気自動車の普及に対しては行政の役割を期
待する声が強いように思います。このことはヒアリン
グ調査をしても同様に感じました。
　それでは、ヒアリング調査を基に述べさせてもらう
ことにいたします。要旨に関しましては、電気自動車
ヒアリング調査報告がお配りした資料（〈資料２〉、
ページに掲載）に入っていますので時折ご覧くださ
い。
　ヒアリング調査では普及にはまだ道のりが大きいと
いうD社、あるいは自動車は安全と信頼が必要である
から既存のメーカーに頼らなければいけないと考えて
いるＩ社など、否定的な意見も出ております。企業に
よって分野も違うし、いろいろなお考えがあると思い
ます。しかし肯定的に電気自動車の普及を考える企業
のほうが多くありました。
　アンケート調査でも見たように電気自動車の普及に
は、充電池の改良と走行距離の改善こそが鍵となりま
すが、これをどうすればよいのかという最も解決しな
ければならない問題に対してはバッテリーの低価格
や改良が一気にいくだろうというK社、日本はバッテ
リーに関しては優位な技術を持っているとするL社、
あるいは既存の産業があるため開発がおこなわないだ
けで、潜在的な技術はあるんだとするF社など、技術
的な改良は近い将来におこなわれると考えている企業
が多いようです。また、走行距離が短いのであるから、
むしろ近場でしか利用しないような人が多い大都市な
どを重点的にターゲットとして普及させるべきである
とするＪ社のような考え方も頷けます。
　また、K社は自動車ではなく、まず農機や除雪車を
電気モーターに変えていこうと考えています。あるい
はG社のように将来は家を建設する時には電気自動車
の充電設備が設計されるようになるのではないかと言
う考え方には大変興味深かったです。しかしバッテ
リーは価格が低廉になっても安全性を忘れてはならな
いと言っていたJ社の意見も大切だと思います。
　ヒアリング調査でも行政に対する期待は大きかった
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〈資料１〉　アンケート集計グラフ
積極的 
38% 
消極的 
62% 
分析１．CO2削減に積極的な企業 
分析方法： 
問２において、「２．ある程度取り組んでいる」以上を積極的とみなす 
積極的 
59% 
消極的 
41% 
分析２．事業活動や生産工程において、環境に配
慮した技術の開発もしくは改良に積極的な企業 
分析方法： 
問４において、「２．まだ取り組んでいないが、今後取り組む予定があ
る」以上を積極的とみなす 
分析方法： 
問７において、「２．ある程度あると思う」以上を期待するとみなす 
期待する 
48% 期待しない 
52% 
分析３．本県の新しい産業として電気自動車
関連産業に期待する企業 
分析方法： 
問８において、「２．参入できる可能性は大きいと思う」以上を積極的
とみなす 
積極的 
23% 
消極的 
77% 
分析４．電気自動車関連産業への参入に積極的
な企業 
横山　泰氏　作成
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〈資料２〉
電気自動車ヒアリング報告（平成年月～平成年２月
に実施）
アンケート調査に回答した企業より0社と加茂商工会議所
より紹介された企業２社
計社に対してヒアリング調査を実施した。
質問事項
①電気自動車についてどのようにお考えですか。
②御社は電気自動車産業のどの部分に参入が可能だと思い
ますか。
③電気自動車が普及するにはどのようなことが必要だと思
いますか。
加茂市Ａ社（プレス金型）
①大手以外の企業にもビジネスチャンスがある。
　国の許可を受けた修理工場が電気自動車になると増える
と思う。
　多様な車が現れると思う。
②提案してもらえれば、部品の試作が可能である。
　足回りや車体とモーターを繋げるブラケットなどに参入
が可能である。
③最終的には、燃料電池になると思う。自動車産業が大い
に変革するだろう。
　電気のチャージャー、走行距離を伸ばしていくことが必
要である。
加茂市Ｂ社（プラスチック金型）
①新しい産業なので商社経由になるかもしれない。自分が
取れる仕事があればいいと思う。
　納期が短期になるものが多くなると思う、技術を高めて
いくことで対応したい。
②金属とプラスチックを複合する部品、あるいは電気部品、
充電器、配線
③車の価格が下がること、充電時間、走行距離
加茂市Ｃ社（電子ビーム、真空機器）
①将来的には電気自動車は必ず普及する。
　産業構造が大きく変わると思う。
　エンジン、ミッションがいらなくなるので既存の自動車
産業が大きく変革する。
　電力産業も変革すると思う。
　電気自動車になるとメーカーが増えると思う。
②足回りのパーツ、特殊な溶接が必要な部分
③初期には補助金が必要である。自動車の値段を下げる必
要がある。
　電気の供給は可能なのでむしろ燃料電池は普及しないと
思う。
加茂市Ｄ社（熱処理メーカー）
①モーターの寿命やバッテリーの充電などに問題点がある。
坂道を登れるか疑問である。
　既存の自動車メーカーが電気メーカーの下請けになるわ
けがないので普及には時間がかかる。電気自動車が普及
したとしても３割、４割は従来のガソリン車が残ると思
う。
　環境に関心があるか距離を乗らない人しか電気自動車を
利用しないであろう。
　マスコミの宣伝が誇大である。
　よく調べればまだまだ普及しないことがわかると思う。
②参入には、消極的である。
③普及にはモーター、バッテリー、充電など問題点は多数
ある。
燕市Ｅ社（機械工具、自動車整備工具メーカー）
①バブル以降、海外へのメーカーの移転が進んでいる。海
外に４割移転すると言われている。
　車種によっては逆輸入される可能性もある。
　電気自動車は、花形産業になると思うが、普及するには
まだまだ時間がかかると思う。
　むしろ、ハイブリット車の方が先に普及すると思う。
②専用工具などに参入できる。車体の軽量化も予想される
ので工具も変化すると思う。
　工具はより精密になると思う。
③実用化にはインフラ整備が必要である。また、バッテリー
は画期的な改革が必要である。
　海外に移転してしまう恐れがある。
　大企業優位な規制がある。大企業は、既得権を持ってい
る。多くの企業を参入させるには規制緩和が必要である。
　組立作業に特化するだけでは限界があり、これだけでは、
地場産業を発展させることにはならないと思う。
　ソフトウェアーなどの電気制御などのコアの部分を握る
ことが地域を発展させる鍵となると思う。
　バッテリーだけでなくソフトウェアー（コントロールシ
ステムなど）が大切である。
燕市Ｆ社（プラスチック金型）
①既存の産業でやっていけることが燃料電池等の開発を遅
らせているのではないかと思う。
　今、現在の技術でもかなり有望であると思うが、必要性
がなければ人は動かないので早すぎた発明と言えるかも
しれない。皆が、開発しようという気持ちになるのには
時間がかかるかもしれない。環境の大切さを認識すると
か、ガソリンが枯渇するとかならなければ開発しようと
する誘因がおきないだろ。
②軽量化により必要とされる金型に参入が可能である。
③企業単位ではなく自治体、国単位で動いて行かなければ
ならない。中国に対抗できないので、国の後押しが必要
である。
　既存の自動車産業は大企業の系列・下請けになっている。
下支えの中小企業はコストダウンのしわ寄せを受けてい
る。電気自動車産業は、新しく地場産業として育成する
べきである。この方が利潤を多く得ることができる。
　電気自動車産業を地場産業として育成するには、まとめ
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役が必要であると思う。まとまった資本も必要である。
地域プロジェクトとしておこなっていくべきである。
三条市Ｇ社（ダイカスト金型）
①ダイカストは、リーマンショック前は、自動車関連が８
割であったが３割くらいになった。
　電気自動車になると部品が減ることよりも海外へ移転し
てしまう方が気になる。
　電気会社が将来は自動車を製造するかもしれない。
②自動車が軽量化されるので、軽量化にともない必要とさ
れるパーツに参入が可能。
③普及には各家庭で充電する器具が必要となる。将来は、
電気自動車の充電設備を設定して家の建設がおこなわれ
なければならないだろう。
　環境問題に関する危機感やコストや電池が問題となる。
　企業間の情報の共有も考えていかなければならない。
三条市Ｈ社（ダイカスト金型）
①リチウム電池の生産は、どこでもやっているが、高価過
ぎるので補助金が必要である。
　電力産業を転換しなければならない。充電設備、超電導
ケーブルを普及させ放電を防ぐような改良をしなければ
ならない。
　普及すれば、バスなどから利用される。軽量化なども進
むと思う。
　電池の改良が進むまではハイブリッド車が普及する。
　新しい産業になると思うが少し早いようにも思える。
②モーターの回りの金型に特に参入が可能。
③徐々にインフラ設備をしなければならない。県と国が補
助をおこなうべきである。
　宣伝がまだまだ足りない。新しい産業であるのだから、
特に情報を与えていかなければならないだろう。
　高速道路などにも充電設備を配慮していくべきである。
電池の改良も必要。
三条市Ｉ社（メッキ工場）
①自動車は安全性や信頼性が強く求められるので、既存の
メーカー以外では、製作されないだろう。そのため、電
気自動車産業に近いと思われる家電メーカーが単独で製
作した車は、実用に耐えうるものになるとは思えない。
　普及といった視点からみるとまだまだ壁が厚いように思
う。
②燃料電池のメッキ、特殊な部品のメッキ
③普及にむけては価格の低廉化、燃料電池の改良
　県下で電気自動車を普及させるには、県の行政のトップ
セールスで、既存のメーカーから、電気自動車がらみの
下請けの仕事を誘致若しくは必要な技術に対して補助金
を出したりすることで、下請けの仕事を受注しやすくし
て、県央地域全体で既存のメーカーからの電気自動車が
らみの仕事を増やすなどして、盛り上げていき、それに
ともないインフラ整備をおこなう。県・市町村の公用車、
企業の社用車として普及し、それから県下の一般のユー
ザーに普及していくのではないかと思う。
三条市Ｊ社（鍛造業）
①鍛造メーカーのほとんどは、自動車メーカーの系列に
なっている。
　しかし、自動車メーカーの系列は弱まってきている。こ
れからは部品メーカーの力が強くなってくると思う。下
請けになればなるほどモノ作りの技術を持っている。部
品メーカーがコントロールしていく時代へと向かうと思
う。モノ作りの技術を持っているところが勝つと思う。
　バッテリーは安全性も考慮されなければならない。低廉
であっても粗悪なものでは危険である。
②足回りなどの部品
③ある程度までは、大都市を中心として普及すると思う。
つまり、自転車に代わるような用途があると思う。近郊
で使うような車であり、遠乗りに向いている車ではなく、
実用的な用途を持った車が都市で電気自動車になってい
くのではないかと思う。自転車感覚でいいと思う。戦略
的には都市に重点をあてるべきである。
燕市Ｋ社（除雪機、草刈機）
①電気自動車は、将来普及すると思う。将来はCO２の削減
をおこなわなければいけない。したがって、当然、普及
させなければならない。農機や除雪車もエンジンから電
気モーターに代えていかなければならないだろう。我が
社も電気モーターを利用した製品を開発していく予定で
ある。バッテリーの低価格化とバッテリーの開発は一気
にいくのではないかと思う。
②バッテリー、モーター
③政策なども普及の鍵になりそうだ。官公庁などが率先し
て電気自動車を利用するべきであると思う。
燕市Ｌ社（ダイカスト金型）
①電気自動車は、いろいろなメーカーが参入して日本の産
業として定着すると思う。
　バッテリーに関して、日本は、優位な立場にあり伸びる
ことに期待を持てる。国内で普及していくと思う。発電
装置は、開発の余地がある。空気抵抗やソーラーシステ
ムなどを利用して発電装置などを改良していくことも必
要である。日本は、技術があるので国際的に有利な立場
にいると思う。
　情報の共有については、品質レベルでは、使われる用途
がわかる方がよりよい品質の製品ができるのではないか
と思う。
②バッテリーの部品、現状の自動車と同様に内装製品に参
入の可能性がある。
③産学連携も必要である。送電などの開発も興味深い。電
気自動車にはいろいろな技術革新の可能性もある。新潟
の産業の起爆剤になり得る。地場産業の振興にもなると
思う。
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です。Ｉ社やK社などは官公庁が、率先して公用車を
電気自動車にしていくべきであるとの意見を出してい
ます。インフラ整備の必要性、これは充電設備の拡充
でしょうか、を挙げているのがE社、H社などがあり
ました。特に充電設備の拡充は行政に期待するところ
が大きいのではないかと思います。
　またK社は政策こそが普及の鍵になるのではないか
と言っています。また自治体や国単位で動いていかな
ければ中国に対抗できないとするF社のような意見も
ありました。E社は規制緩和の必要性を挙げています
が、これも行政に対する意見でしょう。
　E社は大企業が既得権を持っているので多くの企業
を参入させるためにも規制緩和の必要性を挙げていま
す。これは大手以外にもビジネスチャンスであると
するA社、新しい産業とみなすB社、産業構造の変革
が起きるとするC社の考えにもつながるのではないか
と思います。下請になればなるほどモノ作りの技術を
持っており、技術のある部品メーカーのほうがコント
ロールする時代が来るとするJ社、またF社は既存の
自動車産業は中小企業がコストダウンのしわ寄せを受
けているので、電気自動車産業は新しく地場産業とし
て育成するべきだとしています。このほうがうまみが
ある、つまり地場産業が利潤を多く得ることができる
のだと主張しています。
　またF社は電気自動車産業を発展させるのは、まと
め役になる人が必要だと言っています。これは、この
地域の産業を発展させるためのリーダーシップを発揮
してくれる人が現れることへの期待とも言えるでしょ
う。
　報告書の最後にL社が述べているように、電気自動
車は新潟の産業の起爆剤となり、地場産業の振興とな
り得るとの意見が結論になるのではないかと思いま
す。
　これで私の報告を終わらせて頂きます。どうも有難
うございました。
司会
　どうもありがとうございました。続きましてコメン
トに入ります。コメンテーターは新潟県工業技術総合
研究所研究開発センターの五十嵐晃専門研究員にお願
いしております。よろしくお願いします。
五十嵐晃・新潟県工業技術総合研究所研究開発セン
ター専門研究員
　新潟県工業技術総合研究所の五十嵐と申します。本
日は、こういった場に呼んでいただいて本当にありが
とうございます。今回私に仰せつかった内容としては、
今まで発表いただいた基調講演及びアンケートの報告
に関して、私の視点からコメントさせていただきたい
と思います。
まず、一番最後に吉田先生からご紹介のありました新
潟県の産業の起爆剤としての可能性があるということ
と、あとは非常に重要な産業になり得る可能性がある
という力強いご意見をいただきまして、私も非常に力
強く思った次第です。
　私のほうでは昨年の４月からEV研究会ということ
で新潟県の製造業を対象に研究会を組織しようと思っ
てきておりまして、各情報提供をまず最初に行ってき
ました。いろいろな方のご意見を聞いたり、あとは県
内の企業を歩いて回ったりというところで見てきた部
分もありますので、そちらと併せて本日のお話を聞い
ていたところがございます。
　本当にこちらとして考えていたのは、県内企業と一
緒にやっていく技術開発の要素が本当はどこにあるの
かというところなんですけれども、EVと言いますと
非常に半ばフィーバーみたいな感じで、そういった冠
をつけると講演会は非常に人が集まるんですけれど
も、集まってくる方々が製造業に限らず、自動車販売
会社の方とか、あとは自動車整備業の方とか、いろい
ろ集まって来られて、なかなかこちらが意図する技術
開発というところとはぴったり合致しない面があると
いうことです。
　あと、先程のアンケート結果にもありましたけれど
も、大手企業にどうやって立ち向かっていくのかとか、
どう教育していくのかということと、あとは電池や
モータそのものにどう関わっていくのかというところ
が疑問というか課題としてあると思うのですが、私が
（EV研究会を）やってきて思っているのは、やはり大
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手がやるべきところと、中小製造業がやるべきところ
の棲み分けが、ひとつ頭の中で必要なんじゃないかと
いうところがあります。
アイミーブが出て、日産リーフが出ていますので、大
手自動車メーカはそのまま安全な電気自動車を大量に
作っていくという技術を持っていますから、そちらは
ある程度任せるということにして、中小の製造業とし
てどうアプローチしていくかというと、地産池消では
ないですけれども、非常に地域のニーズに合った移動
体といいますか、車、先程お話にあったような高齢者
向けの車を手掛けるとかいうことがひとつの例になる
のかなというふうにして考えています。
　かと言って、大手企業に対しての部品はどうするん
だという部分はありますけれども、そちらに関しては
いろいろな先生の話を聞いた中で得られた意見としま
しては、日々情報を得ていくということが一番重要か
なと。今日、明日で自分のところでは、できないもの
なんだけれども、いつ自分のところで持っている技術
が活かされるかもわからないということがありますの
で、そこを常にチェックしていくということが非常に
重要だというように言われています。
　そう言った意味で今回アンケートにも３ページほど
に渡って各社からのコメントがありますが、そちらの
中で気になったところと言いますと、１ページ目の最
初の方に、「構成部品が減ってしまう。部品の樹脂化
が進むと考えられるけれども、そうした場合にプラス
チック部品の機能アップを図るため、表面処理をどう
すればいいかということを今から考えていく」という
企業がいらっしゃいました。
　やはり、こういった、むしろ大手に対して、部品の
この部分だったら先回りして提案するぐらいの勢いで
中小がやっていく必要があるではないかと。そのため
にもあえて日々のリスクを取りにいくと。そういった
新しい情報を見ながら、自社の技術に噛み砕いて、わ
が社ではどうすればよいかということを考えていっ
て、むしろ部品を提案するということになれば、先程
の水平分業じゃないですけれども、ある意味大手と五
分にやれるんではないかと考えています。
　あと一方で行政の支援する部分に関しては情報提供
と補助金と、あとは以前から言われておりますけれど
も、企業誘致です。企業誘致に関しましても、最近は、
行政の方で税金や電気代（への助成）という話もあり
ますが、やはり売りの部分では周辺にどういった企業、
どういった技術を持った企業があるかというところ
が、誘致される大手企業としても重要になってきてい
る現状がございますので、そういった意味では、うち
はこの技術を持っていますという売りの技術が必要か
なと。それはたまたまEVに活かされるものであれば、
EVの企業にアプローチすることが必要ですし、高齢
化社会だとかロボットだとか、いくつか他にも技術が
あると思うんですけれども、そういった企業へのアプ
ローチができるのかなと。
　行政としてはそういったところの場を提供すること
や、大手企業との商談会を設定するだとかということ
はできますけれども、そこでじゃあ中小企業がどうす
ればいいかという部分に関しては、売りの技術を全面
に押し出せるような準備を常日頃していくということ
が必要かなと思います。
　そういった意味では、生き残りをかけていくために
は、新技術、新製品、新事業が必要だということは
常々言われているんですけれども、そこに関わってい
くために自社としてどういったことをやれるかという
ところを常日頃考えながらやっていく必要があるのか
なと。
　一方で行政に求められるのはEVの普及かと思うん
ですけれども、その点に関しましては、今回月に公
用車として日産リーフを導入させていただいて、現在
走り回っている状況なんですけれども、やっぱり航続
距離が非常に短いので、当所の場合ですとテリトリー
は県内全体なんですけれども、新潟市内から出ていく
と三条に行って戻るのが精一杯というのが現状です。
カタログ値では00km、0kmと書いてありますけれ
ども、実際エアコンを使ってヘッドライトを点けてと
なると、実質は00kmちょっと上ぐらいかなというと
ころで、無充電では三条（往復が精一杯）。幸いなこ
とに長岡、上越と急速充電器が設置されておりますの
で、そういった意味では長岡で息ついて、さらに柏崎
に行くだとか、一気に柏崎まで行って息ついて新潟に
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戻ってくるということは多分できると思うんですが、
現実はそうゆう状況になっています。以上です。
司会
　どうもありがとうございました。それではパネル
ディスカッションに入りますけれども、２、３分間程
度準備作業が必要となりますのでお待ちください。
　それではパネルディスカッションの冒頭で関東経産
局地域経済部の吉澤部長からお話がございます。テー
マは「次世代自動車の現状と課題と今後」です。よろ
しくお願いします。
吉澤雅隆部長
　再び失礼します。少しお時間をいただきまして経済
産業省のほうで昨年の春ですけれども、次世代自動車
に関する報告書をまとめております。それをベースに
少しこの後のパネルディスカッションのネタ提供とし
てお話をさせていただこうと思っております。お手元
のほうにも配布させていただいておりますので、それ
を見ながらお話を聞いていただければと思います。報
告書をまとめたのは昨年の４月になります。「次世代
自動車戦略00」という報告書をまとめました。
　この報告書の一番インパクトのあるところは何かと
いうと、00年時点、これは政策ケースですが、次世
代自動車、これはEVだけではなくて燃料電池自動車、
それからディーゼルの次世代型も含めてなんですけれ
ども、こういったものが新車販売台数の半分になるだ
ろうというのが、数字的に言うと新聞にも大きく取り
上げられたものでございます。そのうちEVはお手元
の資料の２ページ目になるんですけれども、２ページ
目の右のほうに書いてありますが、5～0％、00年
時点ですと３割ぐらい入ってくるだろうという数字が
出ています。
　そういった中でこれは大変と。エンジンがなくなっ
ちゃう、トランスミッションがなくなっちゃう、自分
たちの仕事はどうなっちゃうんだろうかという声が起
き上がっています。私自身が統計を見ていないのであ
れなんですが、静岡経済研究所というところが調べた
ところによると、自動車部品関連産業のうち、全国平
均でいうとエンジン、トランスミッション、これは
EVになるとなくなっちゃうところなんですけれども、
この関連部品を作っている方は全体の３割ぐらい、全
国平均で言うと。
　これが静岡だけに、だから静岡経済研究所さんが
作ったんですけど、５割近いんです。あそこはスズ
キさんでありヤマハさんでありというところがあるの
で、自動車関連産業が集積しているのですが、実に自
動車関連産業の半分がエンジン、トランスミッション
関係ですと。それが半分仕事がなくなっちゃうのかと
いうインパクトです。
　ただしこれはちょっと考えていただかなくてはいけ
ない。私は自動車販売台数と言いました。これちょっ
とミソがあります。国内での新車販売台数は500万台
ぐらいだと思います。大体２人に１台ぐらい車が行き
渡っておりますので、先進国、他の例と比較しても飽
和状態といっていいと思います。年間の買い替え需要
で大体500万台で、この後人口が減っていくとむしろ
そこから販売台数は減っていくだろうというふうに言
われています。
　それともう一つ、ポイントを考えなくてはいけない
のは、特に中小企業で考えた場合には、直接影響を受
けたのは販売台数じゃないんです。生産台数になって
いるわけです。つまり国内で販売している車だからと
いって、別に国内で作っているわけではないというこ
とです。典型的な例が日産のマーチという車がありま
す。今全量をタイで生産しています。つまり販売台数
で半分になったという時に生産台数はどうなるかとい
うと、場合によるとそれよりも下がる可能性もあると
いうことです。
　現時点では販売台数を上回る数を国内で作って輸出
をしています。もうちょっと言うと、場合によるとう
まくいけば販売台数で減る分以上に国内で作ることに
よって、むしろ国内で中小企業での作る部品の量とい
うのは増えるかもしれない。ただしこれは放っといた
らそういうふうにはならないということです。
　そういった時にどんなことを我々やっていかなけれ
ばいけないかという六つの戦略を立てたのが１ページ
の下側に書いてあるんですけれども、全体戦略として
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日本を次世代自動車の開発、生産拠点にしていこう
じゃないか。部品の高付加価値化をやって日本で作る
ことに意味がある。日本じゃなきゃあできない、そん
なような部品を作っていこうじゃないかということ。
　それから特にEV関係だと電池が重要な役割を果た
しています。今、リチウムイオン電池の精度向上を一
生懸命やっていますけれども、これは技術的な問題か
らせいぜいエネルギー密度は今の２倍で止まります。
したがってポストリチウムイオン電池というのは非常
に重要になってきて、エネルギー密度をさらに高めて
いくにはどうしたらいいかという研究を国を挙げて今
やっているという状況です。
　もう一つは、昨今の新聞の中でも書かれていますけ
れども、レアアースの問題、資源確保の問題です。モー
ターの力をもっと高めていくためには、あるいは電池
の電極の性能を高めていくためにはレアアースは欠か
せないわけですけれども、昨年来中国がとたんに輸出
を禁止したりとかということによく見られるように、
今過度に中国に依存している体質から抜け出していく
ために中国以外の供給源を求めていくということ。あ
るいはレアアースを使わなくてもモーターであり、電
池であり、そういうものを作れるような開発をしてい
くということ。これをしっかりやっていかなければい
けない。
　それと先程も出ていましたけれどもインフラの問題
です。充電器といったものがあちこちにないと安心し
て車に乗れないじゃないかという声が非常に多い。そ
ういったものをしっかりと整備していこうという問
題。
　それから車を車単体で捉えるのではなくて、スマー
トグリットの問題が出ていましたけれども、スマート
グリットの問題、単に供給だけじゃなくて情報とも一
緒になって新しいシステムとして捉えて、それをシス
テムとして海外への展開を図っていこう。そういう取
組が一つ。
　それから一番わかりやすい例は電気の充電をする所
の形の問題もあるんですけれども、標準戦略といった
問題、これはよく言われているのが日本の携帯電話と
いうのは世界でつながらないんだよねと言われている
例ではありますけれども、せっかく日本ではEVを作っ
ても全然違う世界の仕様の標準になってしまって、海
外では使えないと。海外仕様に改めて作らなければい
けないと。これは日本の携帯電話会社がそうなってい
るわけですけれども、そうならないように世界標準を
しっかりとっていこうという、この大きな六つの戦略
を立てて今取り組んでいるところであるわけです。
　先程申しましたとおり、販売台数で00年時点で半
分が次世代自動車になるといった中で、それでは生産
台数ベースというとどうなるのかということも考えて
いかなくてはならないと思います。だからこそ国内生
産が減らないように、一生懸命その研究開発に対する
支援を行ったりしているわけです。ですからできるだ
け国内で作ってもらうということ、これ併せてやって
いかなければいけないわけですが、考えていただくと
もう0年になっているわけで、もう0年きっちゃっ
ているわけですよね。その00年までで。その間にモ
デルチェンジというのは２回ぐらいしかないわけで
す。その２回のモデルチェンジのうちにとたんにポン
ポンと変わってしまうかもしれない。そのモデルチェ
ンジの時にメーカーさん、どこで作るのが最も効率的
か考えるわけですよね。
　LEAFも日産は日本国内で売る分は日本で作りま
す。これは明言しています。ただし当面の間なんです
けど。ですけど海外で作る分は当然海外で当然作る。
海外で作ったほうが効率的に作れるというふうになれ
ば次のモデルチェンジ、あるいは場合によっては現行
モデルの時も海外で一括に作って日本国内に輸入した
ほうが効率的だよなという、今のマーチのような状態
になりかねないわけであって、それまで00年だから
ジワジワジワとそういうふうにいくのかなという印象
を持つのかもしれないんですが、ガクッと本当に一
遍にEVでありますとかそういう進む可能性もあって、
その時に国内生産が本当にポーンと変わってしまうか
もしれない。その意味で産業革命という言葉がぴった
り合っている。そういう状況なんであろうなというふ
うに思います。
　それをもたらしたのも説明する必要もありませんけ
れども、EVが入っていくんじゃないか。それから新
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興国に需要が変わってくる。海外シフトしていく。こ
ういった中で冒頭にもお話しましたけれども、多くの
自治体さんではEVが円滑に入っていくための、これ
はある意味で環境対策として特に首長さんからすると
自分たちの県ではこういう環境にいいことをやってい
ますよというPRの側面もありますから、相当程度そ
ういう意味も含めて充電器の導入促進ということをや
られているわけですけれども、並行して自分の県内の
産業が大丈夫かと、自動車産業、このGDPといいま
すか、これだけあって、その生産に関わっている人が
何万人いるんだけれども、ではこの人たちの仕事は
00年時点ではどうなっているんだろうか。0年時点
ではどうなっているだろうか。そういうことを考えた
時に県として何をしていかなければいけないだろうか
ということを皆さん本気になって、真剣になって考え、
取り組まれているところでございます。
　そうした中で私ども昨年の４月からになりますけれ
ども、私は１都0県をこの新潟県も含めて担当させて
いただいているんですが、県の担当の方々、政令市の
担当の方々と情報交換の場といったものを作らせてい
ただきました。
　企業さんの方でもなかなか自動車がどうなるかわか
らないというのと同じように、やはり県の皆さんの方
でも限られた情報の中で自分たちがどういう方向を向
いたらいいかわからない。こういう状況です。そうし
た中でお互い持っている情報の交換をしつつ、我々と
しては国の持っている情報をいろいろ提供させていた
だいて、少しでも正しいと思える方向に行こうという
ことです。
　この思えるというところが心もとない話になるんで
すが、これはある意味でいうと日本というか車の置か
れている状況を考えるとしようがないとさじを投げて
はいけないんですが、高度成長期でありましたらこれ
は車を作ったら売れますから、車のマーケットはどん
どん拡大していっていましたから黙っていても会社も
成長していったわけです。
　皆さん、私より年配の方はご案内だと思いますけれ
ども、トヨタさんの昔のキャッチコピーに「いつかは
クラウン」といったものがございました。会社に入っ
たころ、ようやく中古の自動車のカローラを買うこと
ができた。それが会社で一生懸命頑張っていればだん
だんと普通に乗ることができて、いつかはクラウンに
乗れるようになるじゃないか。その間に会社の業績も
大きくなっていって自分のポジションも平から係長に
なって、課長になって、部長になって、運がよければ
取締役になっていく。
　そういう個人の成長と会社の成長と社会の成長とが
ある意味描けた社会。それは車社会が確実にやってく
る。車は作れば売れる。どうしたら売れるようになる
かは、車というのははっきりしているけれども、それ
に対していかに性能のいいものを安く提供していくこ
とができるか。そこの競争で一生懸命頑張ればよくて、
みんなで改善をして品質をよくしていく。いかにコス
トを下げていくか頑張っていくということで、日本企
業は世界の中で勝っていったわけです。
　ですけど今置かれているのは全く新しい分野、どっ
ちに進んだからいいかわからないところへポンと置か
れていて、これは他の国も全く同じ状態。全く同じ
状態の中でトヨタさんにしてみても本当にEVなのか、
もしかしたら燃料電池なのか、それともハイブリッド
でずっといくのかというので迷いつつも、彼らは年間
何千億円という研究開発費を使えるのであちこちに
ツバをつけているわけです。けれども、そうできない
人たちはたくさんいるわけで、その中でどっちに進む
かわからないけれども、誰も確信をもってこっちだと
言ってくれないんだけれども、その中で情報をとりな
がらこっちじゃないかと思いながら経営をしていかな
ければいけないわけですね。
　つまりリスクをとって経営判断をし、突き進んでい
くということが求められてくるわけです。これが高度
成長期に日本経済が置かれてきた状況と、失われた0
年を経て今後我々がやっていかなければいけない、特
に会社経営という面で見た時のリスクの大きさの根本
的な違いになってきているわけです。
　そうした中で今我々がやっていこうとしている中の
一つがこういった形で今の世の中がどういうふうに動
いているのか、技術はどういうふうに進んでいるのか、
こっちの方の技術が伸びそうだぞ、我々もこっちに補
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助金出すぞ、こういったことをやりながら情報提供さ
せていただくということで、補助金の話をしましたけ
れども、もしかしたらこっちに行くんじゃないかとい
うところに対して助成をさせていただいて、日本の企
業が少しでも国際競争の中で勝っていくようなことを
支援していくという様なわけです。
　この中で我々今年やっているものは自動車関連の産
業はどういうふうに進むだろうかというのを少し勉強
させていただいております。大きく四つの項目で調査
をしているんですけれども、一つは従来型の自動車の
部品を作っている方々が次の次世代型の自動車になっ
た時に、その分野に参入していく可能性というのはど
うなのかという研究が一つ。
　もう一つは、ただ自動車だけではなくて自動車の周
辺、充電器でありますとか、いろんなサービスも出て
くると思うんですけれども、そういったことも含めて
新たな事業が生まれてくるとすると、そちらのほうに
参入できる可能性がどうなのかとかという話。
　３番目はその自動車で培った技術をベースに全然違
う方向に出ていくこと。今これも私どもが支援させて
いただいているのは、一つは航空機分野に出ていこう
ということ。これはものづくり企業さん、先端の技術
を持っているところで出ていこうとする企業さんたく
さんございます。もう一つは、医療機器の分野、この
二つはどっちも非常に先端の技術を必要とするところ
がある一方、いろんな規制がかかっています。薬事規
制であるとか航空機のいろんな規制がかかっているわ
けですけれども、そういったことで日本の企業さんは
なかなか出ていません。ですけど確実に国内にはマー
ケットがあって、特に医療機器の分野で言うとマー
ケットはほんの一部しか日本の企業さんの製品は入っ
てないんですね。ほとんど海外の製品が入ってきてい
る状況になっていて、それを置き換えるだけでも結構
なマーケットが国内にある。さらに言うと海外にも大
きなマーケットがあるんだけど、だけど出ていけない。
　つまりリスクがあるから、よくわからないからと
言って一歩壁を乗り越えられていない。他の分野とい
う壁、あるいは海外という壁、そういう乗り越えられ
ていないところに対して同じように情報提供させてい
ただく。あるいは技術的なサポートをさせていただく
ことによって、自動車以外という道もあるんじゃない
かというふうに少し勉強していくということ。併せて
こういった動きに対して我々がどんな支援をさせてい
ただくことがいいか。こういったことの勉強を今行っ
ているところです。これは３月末ぐらいには報告書が
まとまる予定で、まとまりましたら当局のホームペー
ジのほうに載せますのでご覧いただければと思いま
す。
　その前に昨年度立地センターの方に委託をしてここ
に書いてありますような調査を行っています。こちら
のウェブに出ておりますのでご覧をいただければと思
います。先程申し上げたように、こういった状況の中
でも各県が、それこそ県ごとの競争になるぐらい一生
懸命次世代自動車に関する取組をされております。研
究会というものを作って情報交換をされたり、あるい
は具体的に技術開発に対する支援を行ったり、人材育
成に対する支援を行ったり、県によって様々でござい
ますけれども、ここに挙げたような取組をそれぞれさ
れております。いくつか挙げております。今日これを
全部説明すると時間がなくなってしまいますので、ご
覧をいただければと思います。
　また当省で言うと北海道から九州までこういう経済
局があるんですが、中部経済局、中国経済局、九州経
済局、これいずれも自動車産業が集積している地域な
んですけれども、こういったところでそれぞれの調査
を行っております。何がポイントかというのを書いて
おります。中部の方で部品部材産業が今後どうなって
いくかというのを勉強しています。また中国の方では
欧州の方の研究機関を訪れて今後どういった技術方法
があるかという研究をしています。また九州の方とい
うと、一次サプライヤの方ではこういった中小企業の
技術をほしがっているんだけれども、なかなか中小企
業さん提案してきてくんないんだよねとかという話も
含めて、そういうミスマッチの調査なんかもしている
ところでございます。
　それぞれ当局の方、関係部署もございますので、ぜ
ひこういったものはどうなんだろうかというものがご
ざいましたら問い合わせをしていただければと思いま
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す。いろいろ説明をさせていただきたいと思います。
　私どもの局の役割を一言でいいますと、ちょっとお
かしいんですけれども地域におけるイノベーション・
エコシステムの構築とあります。今日のEVクラスター
にも関連するんですけれども、イノベーション・エコ
システムって、ちょっとすぐ横文字を使って申し訳な
いんですが、ここでエコシステムというと日本では生
態系という意味です。イノベーション、これは単に技
術という意味だけではなくていろんな社会変革、特
に自動車で言うと単に自動車をEVに置き換えるとい
うだけではなくて、いろんな意味での社会の変革が起
こってくるんだと思うんですけれども、そういう社会
変革をもたらすようなものが各それぞれの地域によっ
て自律的に起きてくるような、もうちょっとわかりや
すく言うと新しいビジネス、新しい事業、新しい技術、
そういったものが次々と地域内で連携をしながら、産
学連携、産産連携をしながら生まれてくるようなそう
いう環境、ネットワーク、システムをそれぞれの地域
で作っていくことが必要なんではないか。そういった
ことに対して我々支援をさせていただこう。
　それをやっていくためには大学であり、企業さんそ
れぞれであり、いろんな産業機関、商工会議所なら商
工会議所、青年会議所さん、いろいろございますけれ
ども、そういった地域のそれぞれの主体がうまく手を
組んでいく。金融機関さんもそうなんですけれども。
そういうところがこっちへもっていったらいいんじゃ
ないか。こういうことをやると新しい付加価値が生ま
れるんじゃないか、競争に勝てるんじゃないか、とい
うふうにプロデュースをしていく。単にAとBを、１
＋１を２にするんじゃなくて、これを５とか0にする
にはどうしていったらいいかというプロデュースをす
るような人が必要なんではないかということ。
　ただしそれをやっていくためには企業さんひとりひ
とり、経営者さんひとりひとり、従業員ひとりひとり、
あるいは行政の方ひとりひとり、いろんな方々が自分
のこの地域を発展させていくためには何ができるだろ
うかということを考えて自分ができることをやるとと
もに、一緒になってどうしたらプラスαのことができ
るかということを考えて動いていただくということが
必要なんであろうというふうに思っております。
　先程ちょっと言いましたけれども、国内販売台数が
半分になるといったことについて言うと、じゃあ生産
はどうなるか。生産がどうなるかという時に国内で仕
事をするということだけ考えたら確かに減ってしまう
可能性があるわけですけど、別に中小企業の部品産業
さんからしてみるとお客さんは国内メーカーさんだけ
ではないわけですよね。逆に言うと外を見てみたら
もっと大きなお客さんがあるわけです。
　ツェリッシェフ先生がいらっしゃいますが、私はロ
シアに３年間いたんですが、３年間いた時にトヨタが
サンクトペテルブルグに工場を作りました。その時の
トヨタの担当の方と話をしたら、トヨタの戦略ははっ
きりとしていて、彼らはものすごく膨大な土地を押さ
えているんですよ。自分たちの工場はほんのその一部
だけであって、ものすごい広い土地を押さえています。
つまり日本の部品産業さんが今後出てきてくれるだろ
うと。出てくる時に出てきやすいような環境は整えて
おくんです。
　ところがトヨタは絶対出てきてくれと言わないそう
です。むしろこう言うそうです。出てこいとは言わな
い。出てくるかこないかはあなたの勝手ですと。出て
きたからといって買うかどうかもそれは知らないと。
出てきた後で自分たちが調達する技術、コストに見合
うものかどうか、それで判断しますということなんで
す。トヨタの戦略ははっきり言ってそうですというこ
とです。
　そうした中で昨年末だったんですけれども、名古屋
近郊のある自動車部品産業さんと話をしたら、ものす
ごい今忙しいんだというんです。一般的に見ると昨年
末というのはエコカー補助金が切れてむしろ国内の販
売は減っていた時です。当然そのちょっと前ぐらいか
ら部品の調達というのはトヨタさんは絞っているで
しょうから、部品産業は厳しくなっているだろうなと
思っていました。そうしたらそうじゃなくて実は忙し
いんだ。どうしてですかと聞いたら、もうトヨタは自
分たちの面倒を見てくれない。それははっきりわかっ
た。それはさっきのトヨタさんが言っている話と符合
するわけですね。トヨタは面倒見てくれない。したがっ
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て自分でお客を探しに行きましたと。海外へ出ていっ
てフォルクスワーゲンかどこに行ったかは聞いてない
んですけれども、そういう海外メーカーに直接売り込
みに行きました。
　そうしたところ、トヨタと取引をしていた会社なん
ですかと言って喜んでくれて、当然技術力も評価をし
てくれてビジネスがまとまりましたと。結果、トヨタ
と取引が減った分以上に取引が増えて、従って忙しく
てしようがないということです。
　日本はなかなか閉塞感があると言われていますけれ
ども、海外からすると日本の技術というのはすばらし
いんですよ。日本の企業と取引をしたい人たちはたく
さんいらっしゃるんです。なぜそれができてないかと
いうと、やっぱり従来の枠といいますか、しがらみと
言いますか、あるいはさっき言ったようにトヨタさん
から関連会社からいついつまでにこの部品を何個納め
てねと。価格発注書が電話１本かFAX１枚か入って
きて、それに応えていればお金が入ってくる。そうい
う関係だったらそれは幸せな時期はあったわけですけ
ど、最早そういう時代じゃなくなっているわけであっ
て、自ら売り先を見つけてこなければいけないし、そ
のためには自分たちの技術は何なんだと。どういう
PRができるんだということを考えて提案をしていか
なければいけない。
　その時に他の会社と差別化するために技術開発が必
要だ。リスクがあります。リスクがある時にリスクを
低くするため、我々、県のほうもそうですけれども、
いろいろな技術開発に対する支援でありますとか、あ
るいは産学連携のような形で大学と研究することに
よって、より優位な技術判断だとか、世界の技術動向
というのを見据えながら自分たちはどこに関わってい
けるのか。情報提供をする、研究開発をする、いろん
なツールがあるわけです。
　ぜひともそういったものも使いながら、立っている
者は親でも使えというのはよく言えたものだと思うん
ですけれども、他人のふんどしを使ってでもといいま
すか、生き残るために、勝っていくためにどうしたら
いいかということを考えて、経営者の方々を目の前に
大変申し訳ないんですけど、経営をしていただくと。
本当の意味での経営をしていただくということが大事
なんだろうというふうに思います。
　待っていたらそのまま、申し訳ないですけど縮小し
ていくだけです。これはもうはっきりとしていると思
います。今はどうリスクをとって出て行くか。そのリ
スクを下げるために何が使えるか、どんな情報をとら
なければいけないか。県の方にも我々の方にもいろん
な情報があります。いろんな支援ツールがあります。
そういったものを含めてどういうふうに周辺のリソー
スを活用しながら経営をされていくかというのが今問
われている時なんではないか。
　そういう意味でいうと、この中越地域においてもこ
ういうクラスターができていく余地は十分、この後の
パネルにもなってくる話ですけれども、むしろそうい
うことをやっていかないと大変だろうなという気がい
たします。
司会
　ありがとうございました。それではパネリストの先
生方、こちらにお座りください。それではまずパネリ
ストをご紹介いたします。三条三菱自動車販売株式会
社の伊丹敏彦取締役社長、新潟県産業労働観光部の河
合雅樹新産業企画監、なお、河合企画監は早稲田大学
日本自動車部品産業研究所の客員研究員と、事業創造
大学院大学の非常勤講師もやっていらっしゃいます。
　あと改めてご紹介いたしますが、経済産業省関東産
業局地方経済部の吉澤雅隆さん、そして基調報告者の
新潟経営大学教授・学長の蛯名保彦先生です。
　それではパネルディスカッションに入らせていただ
きます。最初にお伺いしたいことは非常に簡単なこと
です。聞くことは簡単なことです。実はアンケート調
査の問７に非常に近いんです。電気自動車産業の新潟
県、特に中越地域の可能性についてご意見を述べてい
ただきたいと思います。あるいは基本的に同じことな
んですが、県内の企業が電気自動車産業、またはその
関連産業に参入する可能性についてご意見を述べてい
ただきたいと思います。河合企画監からお願いします。
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河合雅樹企画監
　最初にお断りしますが、私は今日は県庁の職員とい
うよりは、今ツェリッシェフ先生からご紹介があった
自動車部品産業研究所というところの研究員をしてい
るという立場で発言をさせていただきます。あえてそ
う申し上げるということは、かなり私は主観的な話を
しますので、県の政策と背いているとは言いませんが、
そういう意味でお聞きください。
　その前にせっかくですので当県のこの電気自動車、
あるいはプラグインハイブリッド等について新潟県電
気自動車普及促進ポータルという独自サイトを作って
おりまして、その中にEVですとか、あるいはPHV等
の情報が詳しく載っております。おおまかに言いま
すと05年までに新潟県内で,000台のEV、PHVを普
及させようというのが当県の大きな目標でございまし
て、現在のところ、先程知事の挨拶でも触れましたが、
電気自動車が今日現在で台、それからプラグインハ
イブリッドが８台というところに至ったところでござ
います。この学校でも買っていただいたそうでありが
とうございます。
　課題でございますけれども、私は県内企業ないしは
中越企業は電気自動車産業に参入できるかということ
については、私の個人的な見解で申し上げれば、参入
しないといけないというふうに思っております。ただ
その場合にこれをどう捉えていくかというところなん
ですけれども、これは電気自動車の鍵となる技術とい
うのは大まかにいって電池系統あるいはモーターと言
われておりますが、そうであったとしてもやはり駆動
部分とか操縦部分という機械系統は残るわけです。
　今一番問題となっているのは燃費といいますか、一
つの電池でどれくらい走れるかということですから、
軽量化技術です。軽量化が電池に対する負担を減らし
ていくわけですから、機械屋さんであったとしてもや
れることはいっぱいあります。だからEVやPHVを狭
く捉えないで大きく捉え、製品のところで言うならば
軽量化だったり、あるいは素材であったり、加工とい
うところで軽量化できる。あるいは低価格化するとい
うのもあります。こういうことで大いに参入できるだ
ろうと思います。
　それから製造のプロセスのところで申し上げても、
時間を短縮するということが工程上可能であれば価格
の低減につながります。こういったことも参入でき
る分野になりますし、もう一つは皆さんさっきおっ
しゃっていたサービス化というところです。これは電
気自動車は一つのツールないしは情報端末みたいなも
のになってきますので、こうなった場合にサービス化
がどんな形で実現できるかというところだと思いま
す。大まかには三つ、すなわち軽量化、製造プロセス
での工程の短縮化、それからアフターないしサービス
ということです。
　その場合にもう一つ申し上げれば、これ県で独自に
調査をしたデータがあるのでご紹介したいんですけれ
ども、昨年の７月、県内の一般の方々を対象に電気自
動車、PHVに乗りたいですか、使いたいですかとい
う調査を行いました。
　この答えを申し上げますと、ぜひ買いたい、購入し
たいとおっしゃった方が１％、できれば購入したいと
いう方が.％、価格によればという人が％でこの
答えが一番多いんです。これを全部足しますと5％で
す。
　もう一つは、あまり関心がない、あるいは全く購入
する気がないというお答えが両方とも0％ぐらいずつ
です。昨年の７月ですからまだ世の中にはI－MiEVさ
んしか出ていなかったんで、日産さんがああいう形で
登場していないとしても、ただこれでも車を買いたい
という人は5％、買わないという人が％ですから、
買いたいと言っている人、当県内でも多いんです。そ
の場合に気になるのは価格というところがありますの
で、やはりさっき申し上げている低価格化というの
はおそらくこの産業にとって重要なんだろうなと。そ
ういう意味で低価格化に貢献できるような技術があれ
ば、あるいは軽量化に貢献できる技術があれば有意義
だろうと思います。
司会
　ありがとうございました。伊丹社長はいかがでしょ
うか。
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伊丹敏彦・三条三菱自動車販売株式会社取締役社長
　地元三条三菱の伊丹と申します。ご存知のように三
菱自動車でI－MiEVを発売いたしました。約0万円
という大変高額でございました。売るからには責任を
もったアフターサービスが必要なので社員教育が必要
と考えました。そのためにひとつ作ってみようと提案
したわけでありますが、社員は社長、何をバカを言っ
ていると。気が狂ったんじゃないかと思わんばかりの
抵抗の視線を感じました。
　とにかく尻を叩いて１台作ったわけです。登録から
何からすべてが尻を叩かないと動かないという状況で
したが、今２台目を作り終わって納めさせていただい
た段階で、社員は全く変わりました。電気自動車を手
で作ろうといった時は、前に壁があるのを越してこっ
ちへ来いというような感じで社員が捉えていたのが、
今は早く３台目を作りたいなと。社長、何とか注文持っ
てきてくれないかなと。こんなに簡単だったのかとい
うふうにすごく会社が変わりました。
　そして今EVの業界というのはまさにフィーバーと
いう言葉がぴったし当たる状況です。２週間ほど前に
５万円でセミナーをやるからEVの会議に参加してく
れという案内をいただきました。１週間ぐらい温め
て出したら先着00名と書いてあったんですね。すみ
ません、もう満員になりました。えっ、何？実は自分
たちもこんなにすごい反響だとは思っていませんでし
た。すみません。２回目を４月にやりますので優先的
にそちらのほうに出てもらいますので、１回目はご勘
弁願うとの事でありました。
　とにかく私は今日、たぶん新潟県で初めてこういう
シンポジウムが開かれたんだろうけれども、これだけ
フィーバーしている、こんなにタイムリーな、こんな
に大切というかすごいテーマのシンポジウムが開かれ
て、それに参加されて皆さんが熱い何かを持ち帰られ
たとしたならば、それだけで大変すばらしいのではな
いかと思っております。
　私はまだ三菱のI－MiEVは大変高いので、自分で今
度中国からバッテリーを持ってこようかなと思ってい
ます。部品は安いのはないかなと世界中に、韓国はど
うかななんてつまらんことを考えておるわけでありま
すが、要するに可能性という点からしますと、今の自
動車は３万点の部品、電気自動車は１万点から成って
いるといわれているわけですけれども、より安く、よ
り小型に、より薄く、より安くという、より何々とい
うものはたくさんあるとするならば、これは何かビ
ジネスチャンスがあるのではなかろうか。とにかく私
も可能かどうかということよりも、まず扉を開けて一
歩踏み出してみるということが重要なのではないかな
と。
　やっぱり第三次産業革命と言われておりますよう
に、まさに大政奉還、メーカー自体もどうなるかわか
りません。そんな中でもしかしたらEV業界の坂本龍
馬とか、本田宗一郎なんていう人が出てこないという
ことはひとつもない。そういう世界ではなかろうかな。
そういうふうに思っております。
司会
　ありがとうございました。吉澤部長いかがでしょう
か。
吉澤雅隆部長
　私もご質問の話に関して言うと、十分可能性があり
ますし、また河合さんと同じようにやっていかなけれ
ばいけないということだと思います。I ‐ MiEVさん
が入られて、またLEAFが昨年末からはやり始めまし
た。補助金を含めると１台約00万円ぐらいで電気自
動車が手に入るという時代になったわけです。
　そのうち電池が結構大きな価格を占めておりますけ
れども、これはもう量産効果でどんどん下がっていく
のははっきりしています。これはこれまで携帯電話の
電池の進歩を考えていただければわかるとおり、量産
化に伴ってあっという間に下がっていくでしょう。
　それから例えばEVの後にインホイールモーターの
車が出てくると思うんですけれども、群馬のある企業
さんが使っている、これは中国で調達しているインホ
イールモーターですけど、１個１万円、２万円ぐらい
だそうです。したがって価格を下げるという側面だけ
からするとどんどん下がっていく可能性があります。
　じゃあ下がっていくところのマーケットで日本で物
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を作って勝負になるのかというところがあると思いま
す。これよく言われる、普通の自動車がすり合わせ型
の技術だとすると、EVというのはモジュール型だと。
パソコンと同じように一番安いところで作ったものを
一番安く組み立てられるところで組み立てて、海外で
出していけばいいというふうに言われることが多いで
す。
　だから考えていただきたいのは、パソコンと違うの
は車というのは運転する喜び、乗った喜びというのも
ありますし、また安全性というのは極めて高いレベル
で問われるところであります。単に走って曲がって停
まればいいわけではなくて、高度な安全性が求められ
ることになるわけです。
　制御の問題、そういったものも含めて日本の自動車
会社さんであり、それを支えてこられた日本の中小企
業の皆さんが培われてきた技術力というのはそういっ
た頂点にずっとあるわけであって、これを磨き上げ
ていくことによって、この部品がないと、この技術が
ないと乗り心地のいい、安全性の高い車は作れないと
いったものをどれだけ磨き上げていくかといったこと
が非常に重要になる。
　そういう意味でさっきのパソコンの話に戻れば、イ
ンテルであり、最近また日本は変わってきたと思いま
すけれども、これがないと世界の中で競争の中で勝て
ないというぐらいのもの、技術力であり、部品であり
といったものをどう磨き上げていくことができるかと
いったことが、大きな部品産業というところでいくと
カギになってくるんだろうなというふうに思います。
その潜在力はこの中越の、また新潟全体としても十二
分にあると思います。あとはどうトライしていくかと
いうことです。
司会
　ありがとうございました。それでは３人の先生とも
非常に積極的な姿勢を示していらっしゃいまして、た
だ可能性があるかどうかということではなくて、やら
なければいけないと、やるしかないということを強調
されたのではないかと思います。
　次に進みますが、次はやはり行政の取組ですね。公
的支援策についてお伺いしたいと思います。吉澤部長
の非常に内容深い話がございましたが、その延長線上
での話になるかと思うんですが、もし電気自動車がこ
の地域を引っ張る、牽引する力になる可能性があると
したら、そのための支援策をどのようにさらに充実さ
せていくことができるのか。どのようにさらに強化し
ていくことができるのかという視点から考えていただ
きたいと。そしてご意見を述べていただきたいと存じ
ますが、これについてまず最初に企業の代表、企業関
係者の伊丹社長にお伺いしたいと思います。
伊丹社長
　やはり台数を余計作れば作るほど改良点が見えてく
るわけでありまして、それでは簡単に何台も作れるか
というと、お金という問題がついて回ります。そういっ
た意味で町の金融機関というのは環境に関しては金は
出しますよと口では言います。じゃあ儲からなくて貸
せるかというと、１回目はしようがなく貸しても楽々
と金なんか貸してくれないんです。そこが問題だと思
います。
　やっぱり私どもはたくさんいろんなのを改善、改良
を重ねて作っていきたいわけで、そうすると経済支援
が一番大切で、また補助金制度も考えてくれて、作る
人にも、また買って乗る人にも補助金等を考えていた
だくとありがたいと思いますね。
　神奈川県では県も補助金を出しますし、横浜市とし
ても補助金をEVを買った人に出すわけで、そういっ
たものも含めてコンバージョンに関してもそういうこ
とを配慮しながら、私どもの研究開発にご協力いただ
くと大変ありがたいと思っております。
司会
　ありがとうございました。河合企画監いかがでしょ
うか。
河合雅樹企画監
　この問題の当事者でもありますのでいろいろ社長の
ご意見をお聞きして、帰りましたら組織に伝えたいと
思っております。
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司会
　吉澤部長、何か。
吉澤雅隆部長
　私も当事者であります。今やっていることと、どう
いう考え方でやっているかというのを少し説明させて
いただきたいと思います。
　先程の話に関連するわけですけれども、例えば果敢
にチャレンジをされる経営者さんに対してはリスクを
少しでも軽減するといったことをさせていただいてお
ります。具体的に言うと研究開発に対します助成であ
りますとか、あるいは研究開発に投資したお金に対す
る税制面での控除、これは税額補助という制度がござ
います。
　また販売面に関していうと、海外への販路確保とい
う観点から商談会でありますとか展示会に出ようとす
る企業さんに対する支援、あるいはそういったことを
地域としてまとまってやってくれる、我々はクラス
ター活動と言っていますけれども、そういった活動に
対する支援、あるいは産学が連携して合同研究をする
場合に対する支援といったことも行わさせていただい
ております。
　また仕事を作るという意味で言うと、今回の法人税
を下げていくと。５％下げるというのを謳わせていた
だいております。これは少しでも日本国内に海外から
も含めて投資を呼び込むことによって、中小企業さん
に対する仕事を作るという側面があるわけです。
　法人税は海外に比べると、特にヨーロッパに比べる
と5、６％高いということもございますので、最終的
には5、６％ぐらいを目指しながら、今0％ある法人
税を下げていくというので今回出させていただきま
す。
　また今年度は補助予算を使っているというのもあり
ますけれども、こういう次世代型自動車も含めた低炭
素型産業の投資促進ということで、昨年になりますけ
れども,00億円の助成をとっていただきました。ま
た中小企業に対する技術開発面での支援をする。これ
は次世代自動車に限らないんですけれども、昨年度は
ものづくり補助金といった助成をさせていただいて、
これが50億円。
　今年度はサポーティングインダストリーと呼ばせて
いただいているんですけれども、0分野にわたる基礎
的な技術を磨き上げる企業さんに対する助成金とし
て、補正予算も併せて00億円を使わせていただいて
おります。来年度は当初予算では50億円を計上させ
ていただいているところでございまして、これは今年
度も当初予算で50億円で、補正予算も加えて00億円
となったわけですけれども、こういった形で引き続き
企業さんがリスクをとってとられるトライに対してそ
のリスクをセーブするという支援を引き続きさせてい
ただこうと思います。 
司会
　ありがとうございました。次に移っていきますが、
支援が必要だといっても国に頼るだけではしょうがな
いかと思いますので、企業自体、電気自動車が開いて
いくビジネスチャンス、事業機会を利用するために企
業自体は何をなすべきかということについてお伺いし
たいと思います。
　特に大きな流れについて出ているのが、おそらくま
ず脱系列化ではないかと。いわば垂直的な企業関係か
ら水平的な企業間関係への移行というのがあります。
そしてグローバル化ですね。生産と販売ですね。マー
ケットのグローバル化という問題が大きな流れとして
出ているかと思います。これに触れていただければと
思います。
　もう一つそれに付け加えますけれども、五十嵐専門
研究員のコメントの中にもございました提案型企業と
いいますか、縦の関係でも大手企業が言うことに従う
というパターンから提案するパターンへの移行という
もう一つの流れが練られていると。これに若干触れて
いただければ幸いでございます。河合企画監お願いし
ます。
河合雅樹企画監
　その前に先程の２番目の質問で少し補足させていた
だくと、あまりにもそっけなかったのですみません。
　私どもの先程ご紹介しました県庁のホームページか
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らリンクできますけれども、新潟県電気自動車普及促
進ポータルサイトの中でもいろんな支援策、県として
も経済産業省さんと連携しながらやっているものがた
くさんありますし、先程説明させていただきました
五十嵐のおります工業技術総合研究所ないしはにいが
た産業創造機構NICOのほうでもいろいろご相談いた
だければたくさんのメニューでご支援する体制はあり
ます。
　今のご質問でございますけれども、まずちょっと
皆さんにお知らせしたい数字があるんですけれども、
00年の世界の自動車生産台数、先程吉澤さんは日本
500万台とおっしゃいましたが、切りまして万台で
す。アメリカはどうかというと、アメリカは今ちょっ
と盛り返しまして、昨年が,5万台です。アメリカ
は一番多い時は,700万台ぐらいありました。１位は
どこかというと皆さんご存知のように中国なんです
が、中国は,0万台です。中国が日本の生産台数を
抜いたのはつい３、４年前の話でございます。ものす
ごい勢いで今中国というのは生産どころか販売の国に
なっているということですね。その陰に隠れて忘れが
ちなんですけれども、インドが50万台まできていま
して、この伸びでいくとおそらくインドもそのうち日
本を追い越していくだろうとなっています。
　何が言いたいかというと、自動車が売れている場所
が地球上でどんどん変わってきているんです。そうな
ると当然メーカーはその地域で作るということになり
ます。先程吉澤さんの話にあったように、最終組み立
てメーカーが行けばそれに伴って部品等々も現地で調
達するということになっていくわけですが、私はひと
つここで皆様に個人的な意見ですけれどもご提案した
いことは二つありまして、一つは皆さんの企業独自の
ホームページを充実していただきたいということで
す。わが社はこういう技術が強いよということをぜひ
書いていただきたい。２番目はこれを英語で書いてい
ただきたいということなんです。
　皆さん方の中で自分たちの技術を英語で伝える努力
というのをすべきじゃないかと思います。おそらく日
本のメーカーが日本の中小企業に発注するだけじゃな
くて、海外でもやっていく。我々は忘れがちなんです
けれどもヒュンダイが今ものすごい勢いで伸びていま
して、ヒュンダイというのはヒュンダイモービスとい
う部品会社がコアなんですけれども、これが今そのう
ちトヨタぐらいになるんじゃないかという話もありま
す。こうなると世界中の部品産業ってグローバル化し
てくるんですね。
　そうするといろんな展示会に行って、英語が出来な
いのでちょっと通訳さん来てくださいなんてことを
やっていると、もう他の国の企業にどんどん負けてい
きます。何も難しいことはなくて、皆さん技術の専門
知識はあるわけですから、それを中学生程度の英語で
十分ですからどんどん英語でコミュニケーションをし
ていく、もし皆さんが難しければ皆さんの息子さんの
常務さんか専務さんがおやりになればいいので、とに
かく企業として英語での情報発信力と、これをホーム
ページでやる。ホームページでやるとインターネット
の検索にかかりますから、世界の思わぬところから調
達の話があるかもしれないと。こんなことを言って先
程ツェリッシェフ先生の系列がなくなって水平分業に
なるということの私は一つのご提案というかご意見に
させていただきたいと思います。
司会
　ありがとうございました。吉澤部長いかがですか。
吉澤雅隆部長
　これまでお話したとおりであり、皆さんのおっ
しゃっているとおりであって、これは明らかにマー
ケットはグローバル化し、系列というのは崩れる中で
間接社メーカーであり、下請といったところはグロー
バル調達をどんどんどんどん進めています。逆に言え
ばそういうグローバル調達に対応できる企業であれば
どこの企業もウエルカムという状況です。
　したがって今河合さんがおっしゃったように、少な
くとも英語で自社の技術をPRしていくというのは必
須だというふうに思います。また海外でいろいろな展
示会が行われておりますので、そういったところに積
極的に出られるということもぜひ行っていただけたら
と。ぜひ行かなければいかんというふうに思います。
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何よりも自らの製品をいかに提案することができる
か、これが大事だと思います。
　仮にですけれども、それは自分のところでは大変だ
ということがありましたら、今各地で行われているの
はグループを作ってその中で海外に出ていこうという
ところです。そのグループの中で誰かまとめるところ
があって、そこがグループの企業を代表して海外へ出
て発信していくことができると。そこがやはりコー
ディネートし、あるいはプロデュースすることによっ
てグループ内企業に仕事を落っことしていくというこ
とも可能にはなるかと思います。
　この場合、グループ間が喧嘩しないようにするとい
うことは大事なんですけれども、これがさらに進んで
いくと企業の統合といったことを考えるということも
必要になるかもしれません。経営者さんたちには大変
申し訳ないことになるかもしれませんけれども、大事
なことは皆さんのこれまでやられてこられた従業員の
方であり家族の生活を守るということだと思います
し、これまでの技術、設備、こういったことを生かし
ていくということだと思います。
　そう考えた時に、今言ったように海外に打って出て
いくことができるような経営者のもとのリソースを集
約していく、集めていくことによって地域での雇用を
守る、従業員の生活を守っていくということも、守る
というよりももっと積極的な意味で攻めるということ
かもわかりませんけれども、そういったことも必要に
なるかもしれません。いずれにせよ、そういう攻めの
経営といったものがこれから必要になってくると思い
ます。
司会
　ありがとうございました。伊丹社長いかがですか。
伊丹敏彦社長
　今日はものづくりにおける第一次下請、二次下請、
垂直か水平かというテーマを与えられておるわけであ
りますが、うちの会社は販売面におけるまさに00％
垂直、要するに三菱の車しか売れない。他の車は売っ
てはならないという契約がされている会社です。
　２月に実は社長会がありました。要望がないかとい
うことなので勇気をふるって要望しました。どうい
う要望をしたかと言いますと、ライラという車が今
505,000円で売られていますが、それに鉛バッテリー
をつけて00万を切った価格で出してもらいたい。メ
インはリチウムにいくわけですが、リチウムはまだ高
いですね。だから鉛なら、サイクルバッテリーならば
00万円を割ってメーカーなら作れるんじゃないか。
これを出すことがバッテリーメーカーが育ち、販売店
の商品知識、電気自動車に対する商品知識、お客様の
商品知識、そういったものが増えるので、それを作っ
て欲しいという要望をしたら、そんなちゃちな車は三
菱のプライドにおいてできませんというそっけない話
でありましたが、私も食い下がりまして、かつて日本
のモータリゼーションを築いてきた車はトヨタが作っ
たパブリカという車です。パブリックカー、これは空
冷エンジン、２気筒です。0cc、エンジンをかける
とばたばたと震えて、トラブルの大変多い車でござい
ました。２代目が00ccになり、３代目が000ccとなっ
て、水冷エンジンで名前をカローラとして出して、こ
れがずっと0数年ベストヒットカーとなってトヨタの
今日を築いた。
　だからその思いをすれば、とにかく普及をするには
EVの第２のモータリーゼーションを狙うには価格で
あると。だから00万円を切って出していただくこと
がEV革命の先人頭を走る三菱として生き残り策では
ないかということで強烈にお願いしたわけであります
が、最後はちょっとごまかされた格好になりました。
　とにかくEVは革命ですということを念頭に置いた
場合、例えばゴルフ場に４人乗りのカートがあるわけ
ですけれども、それは時速は0キロか5キロしか出ま
せんが、例えば安全性さえあればそれが町に下りてき
たとしたらば00万円を切っていくらでも出せるはず
ですね。
　築地なんかへ行くと電気自動車が立ったまま荷物を
いっぱい持ってシューッと走っていますね。あんなの
が例えば工場団地とかに入ってくるアクセスとして使
用されれば、これも00万円を切ったり、トラックが
開発されるわけで、私は三菱はだめだ、トヨタはだめ
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だと言ったりしても、それで終わりではなくて、まさ
にニッチを狙ったメーカーが出てくる。としたならば
それは垂直ではなくて水平のメーカーが誕生してくる
ということで、可能性は常にゼロではないという視野
でチャレンジしてくれる人が出てくれることを願って
いるところであります。
司会
　どうもありがとうございました。蛯名先生、基調報
告者としてのコメントをお願いします。
蛯名学長
　時間もありませんので簡単に。とはいえ、三つの大
きな問題にくくるというふうにしたいと思います。
　一つは、まずこれは吉澤さんのご提案に対して確認
ですが、今までは販売と生産というもののマッチング
戦略というものをクラスターとしては基本的な枠組み
として考えていたわけですね。経営戦略として。ある
いはクラスターの維持のために。この点を逆に今度は
ミスマッチを積極的に使えという戦略に転換されたの
かどうか。これは個人のお立場でいいですからお尋ね
したい。
　それから２点目は、取引関係の変化、つまり水平的
な取引関係への移行の下でいくつかの問題が生ずるわ
けですね。というのは技術開発の場合には従来親企業
やあるいは行政の支援ということで部品メーカーは対
応してきた。ところが今度はリスクテイキングですね。
経営上のリスクも部品メーカーのほうがとるというこ
とになるわけですから、自分で海外へ販売する以上、
当然そうなりますね。この場合には親企業はいないわ
けであって、その場合に行政は一体どういう役割を果
たすのか。つまり支援としてどういう役割を果たすの
か。関連して金融機関やあるいは商社といったような
媒介企業はどういう役割を果たすべきなのか、果たさ
せるべきなのか。
　それから３番目、これも大きなポイントになると思
うんですが、これは河合さんが確かご提起されたと思
うんですが、要するにEV技術というのは究極的に言
うとモジュール化なのか否か。小林先生の韓国のヒュ
ンダイ論から提起されたわけですが、つまりEV開発
の究極的な目標というのはモジュール化だということ
が一つにはなる。それからもう一つは、小型化、ある
いは軽量化、低燃費化、これは結局基本的に言うと低
価格化ということを前提にしているわけですね。
　したがって企業戦略としてのモジュール化とそれか
ら経営政策としての低価格化というものが一致するの
かどうかですね。少なくとも韓国のヒュンダイの場合
にはそれが一致しているというふうに私は理解してい
るんですが、果たしてそういうふうな理解でいいのか
どうか、ちょっと確認をさせてください。
司会
　それでは今日チャレンジャーという言葉が出ました
が、吉澤部長と河合企画監にこの質問に１分以内に答
えられるようにチャレンジしていただきたいと思いま
す。
吉澤雅隆部長
　最初のクラスターの話で言うと、最初先生がおっ
しゃったクラスターはマイケルポーター型のクラス
ターを意味されているんじゃないかと思いますけれど
も、自動車産業というもので見た時にその地域が垂直
統合し、部品、概念設計から生産、調達、組み立てて
販売するという意味で、そういう意味でクラスターの
考え方はいろいろあって、それこそシリコンバレー型
の研究シリーズからいろいろな製品を産むクラスター
もあれば、多摩地域であるとか浜松のほうでやられて
いるような中小企業者が連携しながら最終製品までそ
の地域で作ってしまうクラスターもあって様々だとい
うことです。
　そういう意味で言うと、転換というよりもむしろ関
東地域特有のといったらいいかもしれませんけれど
も、ものづくり力に優れた企業さんが比較的顔が見え
る範囲で集中しているエリアにおいて、従来であれば
それが縦割りの中で隣の企業が何をやっているかよく
わからなかったんだけれども、系列がぶった切られた
時に、そうじゃなくて自分たち自らが企画して提案し、
大企業に打っていくか、あるいは最終製品まで作り上
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げてマーケットに届けていくような、そういったこと
を志向していこうじゃないかというふうなことじゃな
いかと思います。
　それは我々、これも北海道から九州までいろんなク
ラスターがあるんですけど、関東局が求めてきたクラ
スターというのはそういう方向であって、同じことを
また求めていこうということだと思います。
　２番目の話で言うと、おっしゃるとおりであって、
経営リスクをいきなり自分でとれと言われたって大変
なところだと思います。その意味ではリスクを少しで
も下げていくということについては我々もサポートを
させていただかなくてはいけなくて、そういう意味で
はいくつかあります。研究開発もあるし、助成という
のも金銭面でのリスクを下げるものであったり、ある
いは展示会に出ていくということについて我々ジェト
ロがカバーしたり、中小機構さんがこういうことだっ
たらいいよというアドバイスをさせていただいたりと
いうこともあります。
　商社さんというとどうですかね。河合さん、大手商
社さんはある程度ロットがまとまらないと相手にして
くれないというところはあるんですけど、むしろ中小
の商社さん、専門商社さんでありますとか、もうちょっ
と地域振興会社といいますか、プロモーターといった
らいいのかプロデューサーといったらいいのかわかり
ませんけれども、結構そういう企業さんって地域に出
てきていて、商工会議所なんかがやっている場合もあ
るんですけれども、そういう地域を束ねていくような、
そういう株式会社も結構出てきてあるんですが、そう
いったところが結構重要な役割を果たしていくという
ことも考えられるんではないかなというふうに思いま
す。
　実はそういう取組を支援していくことをもっとやっ
ていかなければいけないんじゃないかということを今
本省に提案して、新しい施策と議論を始めているとこ
ろであります。
　モジュール化の話について言うと、途上国向けの低
価格車、ある程度機能は省いてでもいい。特に韓国の
メーカーさん、中国のメーカーがアフリカとか次の新
興国マーケットに対してやっているような、日本の
メーカーのように高機能化を求めるんじゃなくて、こ
れとこれと必要最小限の機能だけをくっついていれば
いい。安く出せればいいという形でやっていくのも一
つの方向だと思います。
　一方で、小型化であり、軽量化であり、低燃費化と
いうのは実は途上国という新興国マーケットだけじゃ
なくて、先進国の需要においても非常に重要になりま
す。特にEVの場合で言うと軽量化、低燃費化という
のは行動距離にものすごく効いてくるわけです。車体
をいかに軽くするかであるかとか、もうちょっと言う
と車体の断熱をどうするか、軽量化して断熱をどうす
るかとか、エアコンを使うと途端に行動距離が半分以
下になったりするんですけど、エアコンの効率も今ど
んどん向上しています。
　したがってEVでも使えるエアコンにするためには
どこまでヒートポンプの効率を上げていくことができ
るかという面で、まだまだ技術的にやらなければいけ
ないフロンティアというものがたくさんあります。こ
ういったものは先進国で売られる自動車にも、むしろ
そういったところにどんどん搭載されていくようなも
のになっていくんじゃないかなというふうに思いま
す。
司会
　ありがとうございます。
河合雅樹企画監
　モジュール化とそれから低価格化、ないしは軽量化
というのは両立するかというお話だったかと思うんで
すけれども、基本的に部品産業においてモジュール化
というのを担うのはティア－１と呼ばれている会社さ
んだと思います。たとえばヒュンダイモービスであっ
たり、アイシン精機であったりデンソーである。おそ
らく県内企業さんというのはそこから仕事をもらって
いる。さらに下くらいのところを加工なり技術でやる
というところだと思います。
　そういう意味で言うと、さっき私の話でインター
ネットということ、ホームページということを言った
んですけれども、最近聞いた長岡のメッキ関係の企業
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さんのケースなんですけれども、非常に細かいところ、
コンマ１ミリ単位の精度でメッキができるということ
をインターネットのホームページに書いていたら、あ
るトヨタ系の製造装置に関わる塗装のところのノズル
で使っている大手部品会社さんからその注文がきて受
けたと。それによって何が変わったかというと、同じ
ラインで青の車から赤の車に変えるのが非常に短期間
でできるようになったことで、コスト削減に役立った
んだという話を私は聞きました。
　これはティア－１クラスの部品企業さんもその辺の
工程をいかに短縮できるか、いかに軽量できるかと必
死に情報を探していますので、それがどこにあるかと
いうのを必死で探している時に、たまたまこの技術と
いうのがインターネットで検索で引っかかったので、
知らないところだったんだけど仕事が来たんだよ、と
いう話が長岡でもありました。
　これが日本だけの話だと日本語なんですけれども、
これからおそらく英語ということになるだろうと。
さっきインドの話をしましたけれども、インド人とい
うのはIT技術が進んでいるのは皆さんご存知だと思
います。シリコンバレーのIT技術者の３割から４割
はインド人です。
　おそらくこの電気自動車はどんどん進んでいくと、
自動車産業はIT産業に、吉澤さんが横で頷いていらっ
しゃいますけれども、そうなっていくわけですね。そ
うするとインドのムンバイがもしかしたら電気自動車
産業の集積地になるかもしれない。でも彼らは部品に
対する知恵はないので世界中で部品会社、部品の技術
を求めるということがおきます。そういった時に英語
でホームページを出しているところは引っかかるけれ
ども、日本語でしか書いてないところは引っかからな
い。ましてやホームページもなければ埋もれてしまう
ということになるんじゃないかなと思います。ちょっ
と蛯名先生の応対そのものに答えた形になっていなく
て申し訳ありませんでした。
司会
　それでは時間は少しオーバーしてしまって申し訳ご
ざいませんが、まとめをすることは非常に難しいんで
すが、私は２分間でまとめることにチャレンジさせて
いただきます。
　視点は三つありまして、一つは可能性、第２の視点
は支援策、第３は企業の課題。
　まず可能性に関してはあるジャーナリストはこう書
きました。電気自動車の将来を考える時に、非常に不
思議なコンビに基づいた予測をすると。まずデータが
ある。それからいろいろ学説がある。それからただ信
じていることがある。データと学説と信じていること
の非常に不思議なコンビに基づいて予測をすると。
　我々は今日このレベルを超えて、電気自動車の生産
が拡大していくだろうと。この産業は日本、世界、そ
してこの地域の経済に大きなインパクトを与えていく
だろうということを、その根拠を明確にしたのではな
いかと思います。
　ご参考までですが、中国のEVに関してのターゲッ
トは0年に50万台、そして00年に00万台という
ターゲットになっています。そして補助金もすごく補
助金の規模としては非常に大きい。メーカーに対して
もバイヤーに対しても大きな補助金を出しているとい
うことです。
　ですからまず可能性があって、おそらく電気自動車
の生産はますます重要な産業になっていくだろうとい
うことでございます。こうした中で地域企業の課題に
ついて言えば、まず自分のポジショニング、自分の位
置づけについて考えること。そしてこの地域の中だけ
ではなくて、世界のグローバルなバリューチェーンの
中の位置づけを考えることは非常に大事ではないかと
いう点が何回も強調されたかと思います。
　これは非常に大きな話になると思いますけれども、
地域産業の概念自体が変わっていくと。つまり特定の
製品を作りたいとしたら、世界のどこで作ればいいの
か。世界のどこで作ることが効率的なのかということ
を考えなければいけないわけです。
　日本国内とか新潟県内、中越地域で作るんでしたら
その根拠を持たなければいけない。いろいろあります。
研究開発と生産の一体化とか、質とか、消費者のため
の魅力とか、電気自動車に乗る魅力などいろいろ考え
られますけれども、はっきりしなければいけない。
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　そして県内で作る場合でも市場はグローバルな市場
にならざるを得ない。グローバルな市場を開拓しなけ
ればいけない。その点で支援策、行政も出てきてこれ
をサポートするということが考えられます。
　そして支援策に関してはすでにいろんなコンセプト
とかいろんなツールが使われているんですけれども、
充実していく必要があるという点に関して意見が一致
されたかと思います。特に大事なのはチャレンジャー
に対する支援、リスクに直面する企業家に対してのリ
スクの軽減とか、あと研究開発のサポート、そしてや
はり補助金も重要だということなんですね。
　また中国の話になりますけれども、中国のEVの産
業は国が直接に何も遠慮せずに育成している産業に
なっていると。中国と同じような姿勢を示して、中国
と同じような政策をとってくれということではありま
せんけれども、考慮しなければいけないじゃないかと
いうことです。
　なお、このアンケート調査にもありましたように、
補助金と並んで人材の養成と情報提供の面での支援も
大事だということについても指摘しておきたいと思い
ます。
　それではこのプロジェクトは今年度で終わりますけ
れども、我々はこの研究とこのシンポジウムのおかげ
で少なくともいろいろな重要なヒントを得たと言える
かと思います。研究所としては今後も研究を積極的に
続けていきたいと存じます。その際、皆さんのご協力、
ご指導、よろしくお願い申し上げます。
　まずパネリストの先生方に感謝したいと思います。
大きな拍手をお願いします。
　今日雨の中ご来場いただきまして、我々のシンポジ
ウムに参加していただいたことにつきましてお礼申し
上げます。これでシンポジウムを終わらせていただき
ます。
